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図 6.9-1 植物に係る調査地域 

出典：「1：10,000 さいたま市見沼区全図」（平成 30 年（2018 年）2 月、

さいたま市） 
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① 種及び植物相の状況 

a. 現地調査 

現地調査の結果、77 科 262 種が確認された。 

事業実施区域内に確認されたシイ類やコナラ、モクレン類、カエデ類、ツツジ類など多様な種

の多くは植栽されたものである。事業実施区域周辺の水田や畑、路傍では、農耕地や空地等に生

育する種が確認された。 

 

② 植生の構造、生活形 

a. 現地調査 

現存植生は図 6.9-2 に示すとおりである。事業実施区域内は道路造成地及び建造物が大半を占

める他、植栽地、畑となっている。事業実施区域周辺は高校が隣接するほか、水田や畑として利

用されているなど、事業実施区域内外ともに人為的な植生により構成されている。事業実施区域

内の植栽地は、多様な木が植栽され、下草刈りが行われているため林床の植被率は低い。 
 

③ 保全すべき種及び群落の状況 

a. 現地調査 

生育が確認された種のうち、保全すべき種は表 6.9-1 に示す 7 種であった。 

表 6.9-1 保全すべき植物 

科名 種名 
事業実施区域 選定基準 
内 外 法指定 環RL 埼玉RDB

イワヒバ カタヒバ ○    NT 

ミズワラビ ミズワラビ  ○   NT 

モクレン シデコブシ ○   NT  

バラ ナガボノシロワレモコウ  ○   NT 

ミソハギ ミズマツバ  ○  VU VU 

ラン キンラン ○   VU EN 

 シュンラン ○    NT 

6 科 7 種 4 種 3 種 0 種 3 種 6 種 
[選定基準] 
法指定： 
環RL：ｶﾃｺﾞﾘｰ：絶滅（EX）、野生絶滅（EW）、絶滅危惧IA類（CR）、絶滅危惧IB類（EN）、絶滅危惧Ⅱ類（VU）、 

準絶滅危惧（NT）、情報不足（DD）、絶滅のおそれのある地域個体群（LP） 
埼玉RDB： ｶﾃｺﾞﾘｰ：絶滅（EX）、野生絶滅（EW）、絶滅危惧IA類（CR）、絶滅危惧IB類（EN）、絶滅危惧Ⅱ

類（VU）、準絶滅危惧（NT）、情報不足（DD）、地域個体群（LP） 
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図 6.9-2 現存植生図 

出典：「1：10,000 さいたま市見沼区全図」（平成 30 年（2018 年）

2 月、さいたま市） 
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④ 保全すべき種及び群落の生育環境 

保全すべき種のうち、ミズワラビとミズマツバは、事業実施区域外の水田内で群落を形成して

いることが確認された。また、ナガボノシロワレモコウは、事業実施区域外の水田の畔と、事業

実施区域内の植栽地に、少数の個体が確認された。 

キンラン及びシュンラン、カタヒバ、シデコブシは、事業実施区域内の植栽地で確認されてい

る。特にカタヒバとシデコブシは、自生種ではなく園芸種として植栽されたものである。 

 

⑤ 緑の量 

a. 現地調査 

ｱ) 緑被率 

緑被率については、植生調査の結果に基づき、表 6.9-2 のとおり算出した。 

事業実施区域内は、植栽地、路傍雑草、畑・樹苑を緑被部分とすると、約 38%となる。 

調査地域全体では、植栽地、路傍雑草、畑・樹苑、水田を緑被部分とすると、約 63%となる。 

 

表 6.9-2 植生区分別の面積比率 

 事業実施区域内 事業実施区域外 調査地域全体 

植栽地 26.86% - 7.50% 

路傍雑草 0.53% 0.70% 0.65% 

休耕田 - 2.94% 2.12% 

畑・樹苑 11.03% 16.71% 15.12% 

水田 - 55.36% 39.90% 

道路・造成地・建造物等 61.59% 24.29% 34.71% 

計 100.00% 100.00% 100.00% 

   備考）四捨五入の都合で合計が 100％にならない場合がある。   

 

 

ｲ) 緑視率 

各調査地点から撮影した写真を表 6.9-3～表 6.9-4 に示す。事業実施区域には、対象施設と同種

の施設である東部環境センターが立地する造成地である。敷地の周囲には植栽が施されており、

緑視率が確保されている状況にある。 

調査地点１については、常緑樹による植栽が行われているため、秋季や早春季においても視野

中に占める緑の割合が相対的に大きい。調査地点 2 については、落葉樹との混生による植栽であ

り、春季や早春季には、落葉により東部環境センターの躯体の視認率が高くなっている。 

 



225 

 

 

表 6.9-3 調査地点 1 における緑視率の季節変化 

秋 

早 
春 

春 

夏 
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表 6.9-4 調査地点 2 における緑視率の季節変化 

秋 

早 
春 

春 

夏 
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⑥ その他の予測評価に必要な事項 

a. 既存資料調査 

ｱ) 広域的な植物相及び植生の状況 

事業実施区域近傍では、植物相に関する調査が行われていない。 

最も近い地域の調査としては、事業実施区域の西から南西に分布する見沼田圃における「見沼

田圃自然環境調査」（平成 22 年(2010 年)3 月、さいたま市）が挙げられる。この調査によると、

143 科 752 種の植物種が確認されており、そのうち重要な植物種として 31 種が確認されている。 

また、自然環境保全基礎調査植生調査によると事業実施区域は北西から南東方向に流れる綾瀬

川に沿った標高 5m 程度の低地に位置している。事業実施区域周辺の植生は、北側及び南側は主

に水田雑草群落であり、その他に畑雑草群落、路傍雑草群落、緑の多い住宅地などの人為的影響

を受けた植生となっている。樹林はほとんどなく、事業実施区域西側にクヌギ・コナラ群落が点

在するのみとなっている。 

 

ｲ) 地域住民その他の人との関わりの状況 

事業実施区域内は東部環境センターの敷地であり、地域住民等が保全すべき植物との関わりを

有する場所ではない。 

調査対象地域は主に水田であり、散歩する地域住民や通学中の学生などにとって畔に生育する

植物などは身近な存在であるが、動植物の保全活動などは行われていない。 

調査対象地域外ではあるが、事業実施区域から西に約 1km の場所に、南北に広がる見沼たんぼ

が位置し、田園風景と生物の生息環境の保全に取り組んでおり、各種調査やイベント、情報発信

なども行っている。 

 

b. 現地調査 

事業実施区域内の現存植生は、道路造成地及び建造物が大半を占める他、植栽地、畑となって

いる。周辺は高校が隣接するほか、水田や畑として利用されている。事業実施区域内の植栽地は、

多様な木が植栽され、下草刈りが行われているため林床の植被率は低い。 

 

 

 

6.9.2 予測結果 

(1) 工事の施行及び施設の存在・供用に伴う植物への影響 

① 保全すべき種の生息地の改変の程度及びその他の生息環境への影響 

現地調査の結果、保全すべき種として 7 種が確認され、このうち事業実施区域内で確認され

た種は 4 種であった。各種の予測結果を表 6.9-5 に示す。 
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表 6.9-5 保全すべき種の予測結果 

種名 
事業実施
区域 予測結果 

内 外 
カタヒバ ◯  【確認状況】 

事業実施区域内の植栽地に１個体植栽されていた。 
【土地又は工作物の存在及び供用に伴う影響】
本種は、川沿いなど湿度が高い場所の岸壁に着生する種である。 
事業実施区域内のみで確認されているが、植栽されたものであり、

本事業の実施による改変も自然状態での改変とは異なるが個体の消失
を避けるための保全措置が必要となる。 

ミズワラビ  〇 【確認状況】 
事業実施区域外の水田 8 地点で群生を確認した。 

【土地又は工作物の存在及び供用に伴う影響】
本種は、水田や休耕田、河川敷の水田などに群生することが知られ

ている。 
 事業実施区域外のみでの確認であり、本事業の実施による影響は生
じないと予測される。 

シデコブシ ◯  【確認状況】 
事業実施区域内の植栽地に１個体植栽されていた。 

【土地又は工作物の存在及び供用に伴う影響】
本種は、湧水のある山裾や小さい谷の湿った谷底、丘腹斜面の小規

模な水路（リル）、丘陵斜面の水路底に生育することが知られている。
事業実施区域内外で確認されているが、植栽されたものであり、本

事業の実施による改変も自然状態での改変とは異なるが個体の消失を
避けるための保全措置が必要となる。 

ナガボノシロ
ワレモコウ 

 〇 【確認状況】 
事業実施区域外の水田の畔 1 地点に 2 個体、植栽地 2 地点に各 1 個

体が確認された。 
【土地又は工作物の存在及び供用に伴う影響】
本種は、湿地の縁や土手などに生育することが知られている。 

 事業実施区域外のみでの確認であり、本事業の実施による影響は生
じないと予測される。 

ミズマツバ  〇 【確認状況】 
事業実施区域外の水田内 2 地点に散生しているのが確認された。 

【土地又は工作物の存在及び供用に伴う影響】
本種は、水田や畔、休耕田に生育することが知られている。 
事業実施区域外のみでの確認であり、本事業の実施による影響は生

じないと予測される。 
キンラン ◯  【確認状況】 

事業実施区域内の植栽地に広く分布し、480 個体以上の生育が確認
された。 
【土地又は工作物の存在及び供用に伴う影響】
本種は、低地から山地の落葉樹林の林床に生育することが知られて

いる。 
事業実施区域内のみで確認されている。造成された植栽地での確認

あるため、逸出種の可能性があるが、生育地点及び生育個体全てが改
変されることから、個体の消失を避けるための保全措置が必要となる。

シュンラン ◯  【確認状況】 
事業実施区域内の植栽地 2 地点に各 1 個体の生育が確認された。 

【土地又は工作物の存在及び供用に伴う影響】
本種は、低地から山地の乾燥した落葉樹林の林床に生育することが

知られている。 
 事業実施区域内のみで確認されている。造成された植栽地での確認
あるため、逸出種の可能性があるが、生育地点及び生育個体全てが改
変されることから、個体の消失を避けるための保全措置が必要となる。
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② 植生の改変の内容及び程度並びに保全すべき群落の生育地の改変の程度及びその他の生育環境

への影響 

現地調査の結果、事業実施区域及びその周辺の区域には、自然植生等は存在せず、また保全

対象となる群落も確認されなかった。 

したがって、本事業の実施による影響は生じないと予測される。 

 

③ 緑の量の変化 

事業実施区域内の緑被率は、植生調査の結果に基づき、植栽地、路傍雑草、畑・樹苑を緑被部

分とすると約 38%となる。本事業の実施後においても、事業実施区域内には 25％以上の緑地を確

保するなど、概ね同程度の緑被水準となり、本事業の実施による影響は軽微であると考えられた。 

また、緑視率についても、現在の土地利用が本事業の実施後と同用途であり、図 2.6-1 に示す通

り事業実施区域の周囲には高木による植栽を施すことから、周辺地域からの緑視率に大きな変化

はないものと考えられた。 

 

表 6.9-6 植生区分別の面積比率 

項目 

事業実施区域内 

差分 現況 事業実施後 

植栽地 26.86% 25.00% -1.86%

路傍雑草 0.53% - -0.53%

休耕田 - - - 

畑・樹苑 11.03% - -11.03%

水田 - - - 

道路・造成地・建造物等 61.59% 75.00% 13.41%

計 100.00% 100.00% - 

備考）四捨五入の都合で合計が 100％にならない場合がある。   

 

 

6.9.3 評価結果 

(1) 工事の施行及び施設の存在・供用に伴う植物への影響 

① 環境保全措置の内容 

a. 保全すべき植物種 

施設の設置により主要な生育地が消失すると予測される保全すべき植物種のうち保全が必要

と判断された 4 種について表 6.9-7 環境保全措置に示すとおり、事業実施区域内での移植措置

を講じる。 
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表 6.9-7 環境保全措置 

環境保全措置 環境保全措置の内容 
環境保全措置

の種類 

カタヒバの保全 着生状態の個体ごと移植を行う。移植先は事業実施区域内の類
似の環境とする。 

代償 

シデコブシの保全 個体の掘り取り移植を行う。移植先は事業実施区域内の植栽地
（落葉樹林）とする。 

代償 

キンランの保全 個体の掘り取り移植を行う。移植先は事業実施区域内の植栽地
及び事業実施区域外の適地環境（落葉樹林）とする。 

代償 

シュンランの保全 個体の掘り取り移植を行う。移植先は事業実施区域内の植栽地
の適地環境（落葉樹林）とする。 

代償 

※キンラン移植方法 

キンランは特に移植が難しい種であることから、共生生物であるコナラ類や土壌中のラン菌を一

緒に移植し、移植先でもこれらの健全な生育を担保する必要がある。したがって移植に当たっては、

以下の方針に基づき移植方法を検討することとする。 

・ボイド管など自生地の土壌ごと移植できる方法の採用を前提とし、土壌中に障害物がないなどこ

れらが適用できる位置に生育する個体を移植する。 

・コナラ等共生植物についても実生等を活用し可能な限り移植地に植栽することとする。 

・移植時期は植物の生理的特性を踏まえて適期（秋季または春季）とする。 

・キンランの移植は土壌環境の保全が重要であることから、土壌攪乱頻度の最小化を図るため、仮

移植を伴わない一度移植とする。 

 

b. 緑の量 

（低減措置） 

「さいたま市公共施設緑化マニュアル」及び「さいたま市緑化指導基準マニュアル」を遵守し、

25%以上の緑化率を実現する。 

 

② 評価結果 

a. 保全すべき植物種 

事業の実施による影響が予測される種については、「①環境保全措置の内容」に示した保全を

行うことで、工事の施行及び施設の存在・供用に伴う一時的な影響は低減される。 

以上のことから、植物への影響については、実行可能な範囲内でできる限り回避・低減される

ものと評価する。 

 

b. 緑の量 

事業の実施による影響が予測される緑の量については、「①環境保全措置の内容」に示した保

全を行うことで、工事の施行及び施設の存在・供用に伴う一時的な影響は低減される。 

以上のことから、緑の量への影響については、実行可能な範囲内でできる限り回避・低減され

るものと評価する。 
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6.10 生態系 

6.10.1 調査結果 

(1) 工事の施行及び施設の存在・供用に伴う生態系への影響 

① 環境単位の区分の設定 

事業実施区域及びその周辺を構成する生態系を一定の環境単位に区分して類型化し、類型区分

ごとの構造を整理した。調査範囲は、水田と畑・樹苑地が多くを占めている。それ以外の場所は、

そのほとんどが人工的な改変区域である現施設と学校敷地の一部となっている。 

上述のことから、調査範囲の環境区分類型は、①耕作地（水田、畑・樹苑地、休耕田を含む）

と②人工的な改変区域（事業実施区域、大宮東高校ほか）との 2 つに区分した。 

  

② 着目種の抽出 

a. 現地調査等 

動植物の調査結果及び以下の考え方を踏まえて、生態系の着目種等を選定する。  

○ 上位性（生態系の上位に位置するという性質）  

生態系を構成する生物群集において栄養段階の上位に位置する種  

○ 典型性（地域の生態系の特徴を典型的に現す性質）  

地域の生態系の中で重要な機能的役割をもつ種群集や、生物の多様性を特徴付ける種群集  

○ 特殊性（特殊な環境であることを示す指標となる性質）  

小規模な湿地等の特殊な環境や、面積的に小規模で周囲にはみられない環境に生息する種群集 

 

選定した生態系の着目種等を表 6.10-1 に示す。 

 

表 6.10-1 生態系の着目種と選定理由 

区分 種名 選定理由 

上位性 

イタチ 
ネズミやカエル類、魚類、昆虫類等を捕食し、調査範囲内を広く利用してい

る。水田、草地、水辺における上位性に位置すると考えられる。 

チョウゲン

ボウ 

調査においては、上空を飛翔する姿が確認されている。 

本種は、小鳥類やトカゲ、カエル、昆虫類を捕食する種であり、当該地域は

植栽地、水田、草地など、これらの捕食動物の生息空間になっていることか

ら、上位性に位置すると考えられる。 

典型性 

ホオジロ 

植物の種子や昆虫類を餌とし、上位の哺乳類やヘビ類、猛禽類などに捕食さ

れており他の生物との関係も大きい。樹林、農耕地、草原、果樹園等様々な

環境を利用する。生物群集の多様性を特徴づけていると考えられる。 

ニホンアマ

ガエル 

植栽地、水田、川沿い等調査範囲内を広く利用している。上位の哺乳類や鳥

類、ヘビ類、昆虫類などに捕食されており、他の生物との関係も大きい。 

特殊性 ― 特殊な環境は存在しないため選定しない。 
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③ 着目種の生態 

a. 現地調査等 

前項で選定した着目種について、現地調査における確認状況と一般的な生態を表 6.10-2 に示す。 

表 6.10-2 着目種の生態等及び確認状況 

種名 生態等 確認状況 

イタチ 

県内では低地帯から山地帯まで広範囲に生息してお

り、もっとも普遍的に見られる食肉類である。水辺を

好み、近くに水田のある山沿いや、川の近くに生息し、

小動物を捕食する。木の根元や崖の岩石の間の洞等を

巣穴にする。 

秋季、春季、夏季に水田において

足跡や糞を確認した。 

チョウゲン

ボウ 

本州の山地や丘陵の崖地で局地的に繁殖し、冬は全国

の平野部で越冬する。近年、人工建造物への営巣例が

各地から報告されている。一般には川沿いの垂直な崖

地の岩棚に営巣し、小鳥類やトカゲ、カエル、昆虫類

を捕食する。 

秋季、春季、夏季に上空を飛翔す

る個体を確認した。 

ホオジロ 

県内では低地帯から山地帯まで広く分布するが、近年

特に県南部の荒川沿いや見沼田圃等の低地帯での繁

殖事例が顕著に少なくなっている。林縁の藪や植木畑

周辺等で繁殖するが、近年、特に低地帯でこのような

繁殖環境が減少している。 

秋季、冬季、春季に事業実施区域

外の畑において確認したほか、秋

季に植栽地において確認した。 

ニホンアマ

ガエル 

日本全国に分布し、平地から高地までどこにでも普

通。潅木や草の上で生活し、クモ類、双翅類、膜翅類、

鱗翅類幼虫などをよく食べる。繁殖場所は水田、湿原、

湿地、池、防火水槽、河川敷や道路の水溜りなどいず

れも浅い止水が選ばれる。土中の浅い部分、落葉の堆

積の下、樹洞、陸上で冬眠する。 

秋季、春季、夏季に水田、草地、

植栽地において確認した。 

注）生態等は以下の文献より引用した。 

「埼玉県レッドデータブック 2008 動物編」（平成 20 年(2008 年) 埼玉県） 
「日本カエル図鑑」（1989 文一総合出版） 
 

 

④ 着目種と関係種との関係 

上位種として選定したイタチについては、現地調査において綾瀬川の土手においてアカネズミ

を捕獲しており、採餌活動を行っていると思われる。餌や生息環境が競合する種は確認されてお

らず、イタチを捕食する動物も確認されていない。 

同じく上位種として選定したチョウゲンボウについては、調査地域内でのハンティング等は確

認されていないが、餌となるカエル類、小鳥類、昆虫類などの生息は確認されている。本種と餌

や生息環境が競合する他の鳥類も確認されているが、本種にとって当該地域が重要な餌場となっ

ている可能性は低く、関係性は小さいと考えられる。 
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典型性の着目種として抽出したホオジロは、調査範囲内の樹苑地で確認されており、同様の環

境を生息地とする他の鳥類と餌や生息環境を通じて間接的な関係性があると考えられる。本種の

捕食者となり得るチョウゲンボウやノスリ等も確認されている。 

同じくニホンアマガエルについては、餌となる昆虫類が豊富に確認されている。捕食者となり

得る動物としてはアオサギやチョウゲンボウ、アオダイショウなどが確認されており、他種の重

要な餌資源としても位置付けられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.10-1 食物連鎖図 

 

⑤ 着目種及び関係する種の生息生育環境を規定する非生物環境の状況 

イタチは水田の足跡等が確認されており、ホオジロは樹苑地の林縁で、二ホンアマガエルは水

田内や用水路で確認されている。チョウゲンボウは、上空の通過のみ確認している。 
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6.10.2 予測結果 

(1) 工事の施行及び施設の存在・供用に伴う生態系への影響 

① 生態系基盤条件 

対象事業の実施に伴う予測地域内環境単位の区分の変化は、表 6.10-3 に示すとおりである。 

対象施設の整備に伴う土地の改変等のある事業実施区域は、現有の東部環境センターが立地する

人工的な土地「道路・造成地・建造物等」が大部分を占めている。新たな施設整備によっても土地

の用途の変更は行われないこと、周辺に広がる水田等の土地の改変は行われないため、予測地域内

の環境単位の構成にほとんど変化はない。 

したがって、本事業に伴う工事の施行及び施設の存在・供用に伴う生態系基盤条件への影響は軽

微であると予測された。 

 

表 6.10-3 予測地域内の環境単位の区分の変化 

 

現況 供用時 改変割合 

（％） 

植栽地 7.50 6.98 -0.52 

路傍雑草 0.65 0.50 -0.15 

休耕田 2.12 2.12 0.00 

畑・樹苑 15.12 12.04 -3.08 

水田 39.90 39.90 0.00 

道路・造成地・建造物等 34.71 38.46 3.75 

計 100.00 100.00 － 

  

② 着目種と関係種との関係 

調査結果から抽出された着目種と関係種を含めた予測地域の生態系はイタチ及びチョウゲンボ

ウを上位種とし、ホオジロ及びニホンアマガエルといった水田や草地など人為的環境に生息する種

が典型種であった。 

これらの生態系は、現有かつ同種施設である東部環境センターが稼動する環境下で形成されてお

り、周辺環境と調和を図りつつ、同様の施設を設置する本事業実施後においても大きな変化は生じ

ないと予測される。 

また、着目種の一部は、「6.8 動物」「6.9 植物」において示したとおり、工事の施行に伴い一時的

な忌避や生息環境の縮小等の変化は予測されるが、周辺に同様の生息環境が広く分布することから、

影響は軽微であると予測される。 

したがって、工事の施行及び施設の存在・供用に伴う着目種及び関係種を中心として構成される

生態系の質的な変化はないものと予測される。 
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表 6.10-4 着目種に係る影響の予測結果 

区分 種名 利用する主な環境単位 予測結果 

上位性 

イタチ 

路傍雑草 

休耕田 

畑・樹苑 

水田 

本種は、ネズミやカエル類、魚類、昆虫類等を捕食し、

予測範囲内の水辺を中心に広く生息環境として利用して

いる。水田、草地、水辺における上位性に位置すると考え

られる。本種の活動範囲は事業実施区域周辺の水田や綾瀬

川周辺と考えられ、本事業の実施による改変等は行われな

い区域である。 

したがって、本事業の実施によるイタチの生息環境に変

化は生じないと予測され、対象事業の実施による影響は軽

微であると予測される。 

チョウゲ

ンボウ 

休耕田 

畑・樹苑 

水田 

本種は、小鳥類やトカゲ、カエル、昆虫類を捕食する種

であり、当該地域は水田、畑・樹苑など、これらの捕食動

物の生息空間になっていることから、上位性に位置すると

考えられる。調査においては、上空を飛翔する姿が確認さ

れているが、事業実施区域を含む広範な区域を生息環境と

して利用しているものと考えられる。 

本事業の実施によって環境単位の構成に大きな変化は

なく、本種が利用する空間における生息環境に変化は生じ

ないと予測される。したがって、対象事業の実施による影

響は軽微であると予測される。 

典型性 

ホオジロ 

植栽地 

路傍雑草 

休耕田 

畑・樹苑 

水田 

本種は、植物の種子や昆虫類を餌とし、上位の哺乳類や

ヘビ類、猛禽類などに捕食されており他の生物との関係も

大きい。比較的人為的な要素のある樹林、農耕地、草原、

果樹園等様々な環境を利用するため、事業実施区域及びそ

の周辺の典型性の指標となる種であると考えられる。 

本事業の実施によって環境単位の構成に大きな変化は

なく、本種が利用する空間における生息環境に変化は生じ

ないと予測される。したがって、対象事業の実施による影

響は軽微であると予測される。 

ニホンア

カガエル 

休耕田 

水田 

本種は、水田や水田内の水路、川沿い等調査範囲内の水

辺を広く利用している。上位の哺乳類や鳥類、ヘビ類、昆

虫類などに捕食されており、他の生物との関係も大きい。

本種の活動範囲は事業実施区域周辺の水田や綾瀬川周辺

が中心と考えられ、本事業の実施による改変等は行われな

い区域が大部分である。 

したがって、本事業の実施による二ホンアマガエルの生

息環境に変化は生じないと予測され、対象事業の実施によ

る影響は軽微であると予測される。 

特殊性 ―  特殊な環境は存在しないため選定しない。 
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6.10.3 評価結果 

(1) 工事の施行及び施設の存在・供用に伴う生態系への影響 

① 環境保全措置の内容 

工事の施行及び施設の存在・供用に伴う生態系への影響に対する環境保全措置の内容を以下に示

す。 

本事業の実施にあたっては、できる限り環境への影響を緩和させるものとし、「6.5 水質」、「6.6 水

象」及び「6.9 植物」に示した環境保全措置に加え、下記の措置を講じることで、工事の施行及び

施設の存在・供用に伴う生態系への影響の低減に努める。 

（低減措置） 

 工事中の排水は、沈砂池で沈砂後に放流することにより、濁水の発生低減に努める。 

 施設稼動に伴う騒音の発生の低減に努め、生息環境の保全を図る。 

 植栽には、可能な限り在来種を用いる。 

 

② 評価結果 

a. 回避・低減の観点 

本事業の実施にあたっては、上記の環境保全措置を講ずることで、生態系に係る影響の低減に努

める。 

したがって、工事の施行及び施設の存在・供用に伴う生態系への影響は、事業者の実行可能な範

囲内でできる限り低減されているものと考える。 
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6.11 景観 

6.11.1 調査結果 

(1) 施設の存在・供用に伴う景観への影響 

現地調査地点は図 6.11-1 に示すとおりである。 
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図 6.11-1 景観に係る調査地点 

出典：「さいたま市全図」（平成 28 年（2016 年）3 月、さいたま市） 



239 

 

① 主要な眺望地点の状況 

a. 現地調査 

主要な眺望地点の状況を表 6.11-1 に示す。 

 

表 6.11-1 眺望地点の状況 

眺望地点 施設からの方角と距離 利用状況等 

東宮下調整池公園 北西側 約 400m 調整池の周囲に散策路やベンチがあるが、利

用者は少ない。 

谷下こども広場 北側 約 250m 遊具があり、子どもの遊び場となっている。

 

北辰神社こども広場 東側 約 350m 遊具があり、子どもの遊び場や一時的な駐車

場として使われている。 

膝子八幡神社 南南西側 約 350m 遊具があり、子どもの遊び場や一時的な駐車

場として使われている。隣接する農地には太

陽光発電設備が設置されている。 

膝子南側の住宅地 南側 約 1km 住宅地内の生活道路であり、地域住民が利用

している。 

膝子公園 南西側 約 600m 広場となっており、地域住民が利用してい

る。 

七里中学校 西側 約 400m 眺望地点は校舎の裏側であり、普段生徒等は

来ない場所である。 

 

 

② 主要な眺望景観の状況 

a. 現地調査 

調査結果は、「① 主要な眺望地点の状況」と同様である。 
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6.11.2 予測結果 

(1) 施設の存在・供用に伴う景観への影響 

主要な眺望地点から施設が最も見通せる冬季におけるフォト・モンタージュを写真（1）～（7）

に、予測結果を表 6.11-2 に示す。施設の存在による影響は、既存施設と同程度であり、現況の眺

望が大きく変化することはない、又は建屋の位置が変わることで一部改善されると予測した。 

 

表 6.11-2 予測結果 

眺望地点 眺望景観の状況 

東宮下調

整池公園 

眺望地点は施設の北西側に位置し、敷地境界までの距離は約 400m。 

予測結果の建屋は現況より若干大きくなるものの、新たに眺望を遮る対象物はない。ま

た、施設の見かけ上の位置はほぼ同様であること、視野領域の変化はほとんどなく、眺

望景観は大きく変化しないと考えられる。 

谷下こど

も広場 

眺望地点は施設の北側に位置し、敷地境界までの距離は約 250m。 

予測結果の建屋は現況より若干大きくなり、煙突は画面上僅かに左にずれるものの、新

たに眺望を遮る対象物はない。また、施設の見かけ上の位置は現況とほぼ同様であるこ

と、視野領域の変化はほとんどなく、眺望景観は大きく変化しないと考えられる。 

北辰神社

こども広

場 

眺望地点は施設の東側に位置し、敷地境界までの距離は約 350m。 

予測結果の建屋は現況より若干大きくなり、煙突とともに画面上左側にずれるものの、新

たに眺望を遮る対象物はないことから、眺望景観は大きく変化しないと考えられる。 

膝子八幡

神社 

眺望地点は施設の南南西側に位置し、敷地境界までの距離は約 350m。 

予測結果の建屋は現況より若干大きくなり、煙突とともに画面上右側にずれるものの、新

たに眺望を遮る対象物はないことから、眺望景観は大きく変化しないと考えられる。 

膝子南側

の住宅地 

眺望地点は施設の南側に位置し、敷地境界までの距離は約 1km。 

予測結果の建屋は煙突とともに画面上僅かに右側にずれるものの、新たに眺望を遮る対象

物はない。また、施設の見かけ上の位置は現況とほぼ同様であること、視野領域の変化は

ほとんどなく、眺望景観は大きく変化しないと考えられる。 

膝子公園 眺望地点は施設の南西側に位置し、敷地境界までの距離は約 600m。 

予測結果の建屋は煙突とともに画面上右側にずれるものの、手前にある高木に遮られ、

現況と同様に全体像を視認することができないことから、視野領域の変化はほとんどな

く、眺望景観は大きく変化しないと考えられる。 

七里中学

校 

眺望地点は施設の西側に位置し、敷地境界までの距離は約 400m。 

予測結果の建屋は現況より若干大きくなり、煙突とともに画面上右側にずれるものの隣

接する体育館の後ろ側に位置することで、視野領域に占める施設の割合は減少すること

から、眺望景観は一部改善すると考えられる。 
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写真（1）（東宮下調整池公園） 

現

況 

予

測

結

果 
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写真（2）（谷下こども広場） 

現

況 

予

測

結

果 
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写真（3）（北辰神社こども広場） 

現

況 

予

測

結

果 
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写真（4）（膝子八幡神社） 

現

況 

予

測

結

果 
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写真（5）（膝子南側の住宅地） 

現

況 

予

測

結

果 
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図 6.13-3 時刻別日影線（冬至日） 
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図 6.13-4 等時間日影図（秋分の日、3 時間） 
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図 6.13-5 等時間日影図（秋分の日、5 時間） 
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図 6.13-6 等時間日影図（冬至日、3 時間） 
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図 6.13-7 等時間日影図（冬至日、5 時間） 



275 

 

6.13.3 評価結果 

(1) 施設の存在・供用に伴う日照阻害の影響 

① 環境保全措置の内容 

施設の存在・供用に伴う日照阻害の影響に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（回避措置） 

 建物高さが最も高い工場棟を住宅地から最も遠い事業実施区域内の南西側に配置する。 

 

② 評価結果 

a. 回避・低減の観点 

施設の存在・供用に伴い発生する日影の範囲は、建物高さが最も高い工場棟を住宅地から遠い事

業実施区域内の南西側に配置するなどの措置により、事業実施区域の北西側から東側にかけて発生

する日影の影響の回避に努める。 

したがって、施設の存在・供用に伴う日照阻害の影響は、事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避されているものと評価する。 

 

b. 基準・目標との整合性の観点 

ｱ) 日影による住宅等への影響 

住宅等における日影に係る指標値である等時間日影範囲は、日影の影響の最も大きくなる冬

至日で 3 時間線が事業実施区域外に発生するが、敷地境界から 10m 未満の範囲に収まる。5 時

間線は秋分の日、冬至日ともに事業実施区域敷地境界内に収まると予測される。 

以上のことから、施設の存在・供用に伴う日照阻害の予測結果は、整合を図るべき基準、目

標等との整合が図られているものと考えられる。 

 

ｲ) 日影による農地への影響 

農地における日影に係る指標値である等時間日影範囲は、秋分の日の 3 時間線が事業実施区

域内に収まると予測される。 

以上のことから、施設の存在・供用に伴う日照阻害の予測結果は、整合を図るべき基準、目

標等との整合が図られているものと考えられる。 

 



276 

 

6.14 電波障害 

6.14.1 調査結果 

(1) 施設の存在・供用に伴う電波障害の影響 

調査地点は図 6.14-1 に示すとおりである。 
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図 6.14-1 電波阻害の調査地点（現地調査） 

凡例 

①～○24  調査地点 

① 

② ③ ④

⑤
⑥ 

⑦

⑧ 
⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 
⑭ 

⑮

⑯

⑰
⑱

⑲

⑳
○21

○22

○23

○24

出典：「1：10,000 さいたま市見沼区全図」（平成 30 年

（2018 年）2 月、さいたま市） 
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① 電波の発信状況 

a. 既存資料調査 

事業実施区域及びその周辺では、表 6.14-1 に示す地上デジタル放送が利用可能である。 

表 6.14-1 テレビ電波送信状況（地上デジタル放送） 

 

出典：「全国テレビジョン・FM・ラジオ放送局一覧」（平成 19 年（2007 年）、(株)NHK アイテック編） 

 

 

② 電波の受信状況 

a. 現地調査 

ｱ) 遮蔽側 

地上デジタル放送の受信画質は、表 6.14-2 に示す対象受信局について、「○：良好に受信」、「△：

ブロックノイズや画面フリーズが認められる」、「×：受信不能」の 3 段階評価で行った。 

調査結果は表 6.14-3 に示すとおりであり、すべての地点において、すべての放送局に対して、

テレビの視聴に問題ないとされる「○：良好に受信」と評価された。 

表 6.14-2 地上デジタル放送の調査地点と対象受信局 

調査 

地点 

番号 

受信局 

東京デジタル 県域局

ＮＨＫ 
総 合 

ＮＨＫ 
教 育 

日 本 
テレビ 

ＴＢＳ 
テレビ 

フ ジ
テレビ

テレビ
朝 日

テレビ
東 京

放 送
大 学

テレビ
埼 玉

27ch 26ch 25ch 22ch 21ch 24ch 23ch 28ch 32ch 

1～11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

12～14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ 

15～24 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ○ 

備考）○：調査対象受信局、※：電波方向と建物の関係から障害が起こらないため対象外 
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表 6.14-3 調査地点別受信画質の評価（地上デジタル放送） 

項目 調査結果 

すべてのチャンネルが「○」 24 地点（全地点） 

「△」のチャンネルが存在 0 地点 

「×」のチャンネルが存在 0 地点 

備考）画質評価の基準は、「建造物によるテレビ受信障害調査要領（地上デジタル放送）」（平成 17 年（2005 年)3 
月、（社）日本 CATV 技術協会）に基づき、以下のとおりとした。 
○：良好に受信、△：ブロックノイズや画面フリーズが認められる、×：受信不能 
 
 

地上デジタル放送の端子電圧の測定結果は、51.7～85.6dB（μV）であった 

 

表 6.14-4 地上デジタル放送の端子電圧の測定結果 

調査地点番号 最小値 最大値 

1～11 51.7 85.2 

12～14 64.1 85.6 

15～24 55.4 55.4 

備考）№15～24 は、県域局（1 放送局）が対象である 

 

 

③ その他の予測評価に必要な事項 

a. 既存資料調査 

ｱ) 地形の状況 

事業実施区域及びその周辺の地形は、関東ローム層の堆積した台地（火山灰台地）と綾瀬川の

浸食により形成された谷底平野により構成されている。 

事業実施区域は、谷底平野に位置しており、電波に影響を及ぼす起伏がほとんどみられない。 

 

ｲ) 工作物の状況 

事業実施区域内には、東部環境センターが存在する。 

施設高さが最も高いものとしては、東部環境センターの煙突があり、地上約 55m である。 

 

ｳ) 住宅等の分布状況 

事業実施区域周辺のさいたま市における「都市計画法」（昭和 43 年法律第 100 号）に基づく都

市計画区域及び用途地域の指定状況は、指定のない区域となっている。 

事業実施区域に近接する住宅は、事業実施区域周辺の東側に位置し、200m 程度の間隔がある。 
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6.14.2 予測結果 

(1) 施設の存在・供用に伴う電波障害の影響 

地上デジタル放送に係る遮蔽障害の予測結果を図 6.14-2 に示す。 

東京局の地上デジタル放送の遮蔽範囲は、施設に沿って北北西側に生じる。テレビ埼玉の地上デ

ジタル放送の遮蔽範囲は、施設に沿って北東側に生じる。いずれも、すべて事業実施区域内に収ま

るため事業実施区域周辺の住宅等への遮蔽障害は生じないものと予測される。 

 

 

図 6.14-2 電波障害の予測結果 
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6.14.3 評価結果 

(1) 施設の存在・供用に伴う電波障害の影響 

① 環境保全措置の内容 

（低減措置） 

・電波障害が起きた場合でかつ事業範囲内の工事が必要になった場合、必要な協力や工事を行う。 

 

② 評価結果 

a. 回避・低減の観点 

施設の存在・供用に伴い発生する電波障害の範囲は、事業実施区域内のみとなると予測されてい

る。仮に、電波障害が起きた場合でかつ事業範囲内の工事が必要になった場合、必要な協力や工事

を行うことで、電波障害による影響の回避に努める。 

したがって、施設の存在・供用に伴う電波障害の影響は、事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避されているものと考える。 
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6.15 廃棄物等 

6.15.1 予測結果 

(1) 工事の施行に伴う廃棄物等の影響 

工事の施行に伴い発生する廃棄物及び残土の処理・処分方法は、表 6.15-1 及び表 6.15-2 に示し

たとおりであり、建設工事に係る廃棄物は、資材の再資源化等に関する法律（以下、「建設リサイク

ル法」という）に基づく対象品目については、建設リサイクル法に基づき可能な限りリサイクルを

推進し、リサイクルができないものは適正に処分を行う。また、残土については、場内の埋め戻し

土として再利用するほか、場外の施設で 100％再資源化を行う。 

 

表 6.15-1 工事の施行に伴い発生する廃棄物等の処理・処分方法 

工種 発生廃棄物の種類 発生量 再利用率 処理・処分方法 

造成工事 木くず（伐木、伐開、除根等） 約 550ｔ 100％ 破砕処理後、再資源化 

建築工事
等 

コンクリートがら・アスファ
ルトがら・がれき類・金属く
ず・木くず 

約 2,410 t 100％ 分別・破砕処理後、再資源化 

ガラスくず、陶磁器くず・廃
プラスチック類・紙くず 約 1,020t 95％ 分別・破砕処理後、再資源化 

東部環境
センター
の解体工
事 

コンクリートがら・アスファ
ルトがら・金属くず・木くず 約 54,000 t 100％ 分別・破砕処理後、再資源化 

がれき類・ガラスくず、陶磁
器くず・廃プラスチック類 約 1,000t 95％ 分別・破砕処理後、再資源化 

※メーカーヒアリングによる 

 

表 6.15-2 工事の施行に伴い発生する残土の処理・処分方法 

工種 残土の種類 発生量 再利用率 処理・処分方法 

造成工事 
解体工事 
建築工事 

造成に伴う発生土 約 10,000ｍ3 100％ 再生土として再利用 

解体工事に伴う発生土 約 2,000ｍ3 100％ 場内で再利用 

建築工事に伴う発生土 約 64,000ｍ3 100％ 再生土として再利用 

合計 約 76,000ｍ3 100％ - 

※メーカーヒアリングによる 

 

(2) 施設の存在・供用に伴う廃棄物等の影響 

施設の存在・供用に伴う廃棄物等の処理・処分方法は、表 6.15-3 及び表 6.15-4 に示したとおり

であり、廃棄物は可能な限りリサイクルを推進し、リサイクルができないものは適正に処分を行う。

また、雨水及び処理水については、場内での有効利用を図り、再利用できないものは適正に処理し

河川放流を行う。 
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表 6.15-3 ごみ焼却に伴う廃棄物等の発生量、処理・処分方法 

区分 
処理種

別 発生廃棄物の種類 発生量 
（ｔ/年） 

再利用量 
（ｔ/年） 処理・処分方法 

ごみ焼却
（溶融）
に伴う廃
棄物 

焼却 焼却残さ（焼却灰・飛灰） 約 2 万 約 2 万 

焼却処理により発生
量の削減 
磁性物の回収及びセ
メント原料化による
再資源化 

溶融 
スラグ・メタル 約 1.6 万 約 1.6 万 溶融処理により発生

量の削減 
及びスラグ・メタル
化による再資源化 

焼却残さ（溶融飛灰） 約 1 万 － 

※メーカーヒアリングによる 

 

表 6.15-4 施設の存在・供用に伴い発生する廃棄物等の処理・処分方法 

施設の用途 廃棄物発生量 
（kg/日） 

種類別発生量（kg/日） 
 

事務室、職員控室、会
議室、食堂 等 44 可燃ごみ 33 

不燃ごみ 11 

※廃棄物発生量；供用部分延床面積×1 日あたり排出基準（事務所ビル 0.04 kg/m2、表 6.15-6 参照） 

※種類別発生量；可燃ごみ 75％、不燃ごみ 25％（表 6.15-7 参照）により算出 

 

表 6.15-5 施設の供用部分延床面積 

供用部分 延床面積 

事務室、職員控室、会議室、
食堂 等 約 1,100 m2 

※メーカーヒアリングによる。 

 

表 6.15-6 施設用途別廃棄物排出基準 

施設の用途 1 日あたりの排出基準 

事務所ビル 0.04 kg/m2 

文化・娯楽施設 0.03 kg/m2 

店舗（飲食店） 0.20 kg/m2 

店舗（物品販売） 0.08 kg/m2 

ホテル 0.06 kg/m2 

学校 0.03 kg/m2 

出典：「事業系一般廃棄物等保管場所設置届の作成要領（さいたま市）」 

別表 3「施設用途別廃棄物排出基準」 
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表 6.15-7 可燃ごみ・不燃ごみの割合 

種類 過去のデータが無い場合の 
可燃ごみ・不燃ごみの割合 

可燃ごみ 75％ 

不燃ごみ 25％ 

出典：「事業系一般廃棄物等保管場所設置届の作成要領（さいたま市）」 

 

 

6.15.2 評価結果 

(1) 工事の施行に伴う廃棄物の影響 

① 環境保全措置の内容 

工事の施行に伴う廃棄物の影響に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（低減措置） 

 建設工事に係る廃棄物は、発生現場で可能な限り分別を行い、建設リサイクル法に基づく

対象品目については、同法に基づき可能な限りリサイクルを推進し、リサイクルができな

いものは適正に処分を行う。 

 残土については、場内の埋め戻し土として再利用するほか、場外の施設で 100％再資源化

を行う。 

 

② 評価結果 

a. 排出抑制の観点 

工事計画では、建設工事に係る廃棄物及び造成・解体・建築工事に伴い発生する残土は、可能な

限りリサイクル等を行い、リサイクルできないものは適正に処分を実施することで、工事の施行に

伴う廃棄物の発生抑制に努める。 

したがって、工事の施行に伴う廃棄物等への影響は、事業者の実行可能な範囲内でできる限り低

減されているものと考える。 

 

b. 基準・目標との整合性の観点 

環境保全措置が適切に実施されることにより、廃棄物の排出に及ぼす影響は小さいと予測される

ことから、工事の施行に伴う廃棄物等の予測結果は、整合を図るべき基準、目標等と整合が図られ

ているものと考える。 

 

 

(2) 施設の存在・供用に伴う廃棄物の影響 

① 環境保全措置の内容 

施設の存在・供用に伴う廃棄物の影響に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（低減措置） 

 施設の存在・供用に伴う廃棄物は、可能な限りリサイクルを推進し、リサイクルができな
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いものは適正に処分を行う。 

 雨水及び処理水については、場内での有効利用を図り、再利用できないものは適正に処理

し河川放流を行う。 

 

② 評価結果 

a. 排出抑制の観点 

本事業では、施設の存在・供用に伴う廃棄物は可能な限りリサイクルを推進し、リサイクルがで

きないものは適正に処分をすることで、施設の存在・供用に伴う廃棄物の発生抑制に努める。 

また、雨水及び処理水については、場内での有効利用を図り、再利用できないものは適正に処理

し河川放流を行う 

以上のことから、施設の存在・供用に伴う廃棄物の影響は、事業者の実行可能な範囲内でできる

限り低減されているものと考える。 

 

b. 基準・目標との整合性の観点 

環境保全措置が適切に実施されることにより、廃棄物の排出に及ぼす影響は小さいと予測される

ことから、施設の存在・供用に伴う廃棄物等の予測結果は、整合を図るべき基準、目標等と整合が

図られているものと考える。 
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6.16 温室効果ガス等 

6.16.1 予測結果 

(1) 施設の存在・供用に伴う温室効果ガスの影響 

施設の存在・供用に伴う温室効果ガス排出量は、表 6.16-1 に示すとおりである。 

年間の二酸化炭素排出量は、41,807,486 kg-CO2と予測された。なお、高効率ごみ発電施設に

おける年間の発電電力量及び余熱供給量をすべて利活用できた場合、40,139,045 kg-CO2の削

減が可能であり、9 割程度の二酸化炭素排出量削減に相当する。 

表 6.16-1 施設の存在・供用に伴う年間の温室効果ガス排出量、二酸化炭素排出量 

項目 温室効果ガス排出量 地球温暖化

係数 
二酸化炭素量 

燃料使

用量 
都市ガス 

163,238 kg-CO2 1 163,238 kg-CO2 

一般廃

棄物焼

却量 

連続燃焼式 98 kg-CH4 21 2,058 kg-CO2 
5,856 kg-N2O 310 1,815,360 kg-CO2 

うち廃プラスチ

ック焼却量 
31,339,780 kg-CO2 1 31,339,780 kg-CO2 

電気使

用量 
高効率ごみ発電

施設、マテリアル

リサイクル施設 
8,487,050 kg-CO2 1 8,487,050 kg-CO2 

排出量 41,807,486 kg-CO2 
高効率ごみ発電施設での発電量が自家消費と売電によってすべ

て消費された場合の削減量 
▲35,633,400 kg-CO2 

年間の余熱供給量がすべて消費された場合の削減量 
▲4,505,645 kg-CO2 

削減量 ▲40,139,045 kg-CO2 
総排出量 1,668,441 kg-CO2 

 

6.16.2 評価結果 

(1) 施設の存在・供用に伴う温室効果ガスの影響 

① 環境保全措置の内容 

施設の存在・供用に伴う温室効果ガス等の排出抑制に関する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（低減措置） 

 高効率ごみ発電施設では、ごみ処理により発生した熱を利用して発電を行い、所内動力に

使用する。余熱利用設備を設け、施設外への熱供給を可能とする。 

 発電機による発電量が施設内で使用可能な電力量を超えた場合は、余剰電力を電力会社へ

売電することによって、二酸化炭素発生の抑制に寄与する。 

 タービン定格における発電効率は、18.5%以上を確保する。 

 過剰な構内照明の設置を避け、太陽光等の自然エネルギーの利用や LED 照明等の使用を

原則とする。 
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 「さいたま市公共施設緑化マニュアル」及び「さいたま市緑化指導基準マニュアル」を遵

守し、25%以上の緑化率を実現する。 

 

② 評価結果 

a. 回避・低減の観点 

本事業では、温室効果ガスの排出抑制に向けて、ごみを利用した熱回収及び発生した熱を利用し

た発電効率 18.5%以上の発電による所内動力での使用、余熱利用設備を設けることで施設外への熱

供給を可能とする計画である。この他、太陽光等の自然エネルギー等の利用、LED 照明等による

省エネルギー機器を採用する計画である。また、「さいたま市公共施設緑化マニュアル」及び「さ

いたま市緑化指導基準マニュアル」を遵守し、25%以上の緑化率を実現する計画である。 

以上のように、エネルギーの有効利用や削減対策を講じることから、施設の稼働に伴う温室効果

ガス等の排出抑制は、事業者の実行可能な範囲内でできる限り図られているものと考える。 
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6.17 コミュニティ 

6.17.1 調査結果 

(1) 工事の施行に伴うコミュニティへの影響 

調査地点は図 6.17-1 に示すとおりである。 
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図 6.17-1 コミュニティ施設の調査地域、調査地点（事業実施区域周辺） 

出典：「1：10,000 さいたま市見沼区全図」（平成 30
年（2018 年）2 月、さいたま市） 
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① コミュニティ施設の分布の状況 

a. 既存資料調査 

事業実施区域周辺におけるコミュニティ施設は、事業実施区域から南約 50ｍにシニアふれあい

センター東楽園が位置する。 

 

b. 現地調査 

既存資料調査と同じく、事業実施区域から南約 50ｍにシニアふれあいセンター東楽園が位置す

る。 

 

② コミュニティ施設の利用の状況 

a. 現地調査 

コミュニティ施設の利用の状況を表 6.17-1 に示す。 

表 6.17-1 コミュニティ施設の利用の状況（シニアふれあいセンター東楽園） 

項目 結果 備考 

施設特
性 

開館日 火曜日～日曜日・敬老の日 パンフレット 
休館日 月曜日、敬老の日を除く祝祭日（祝祭日が月曜日にあたる場合は、そ

の翌日も休み） 
年末年始（12月29日～1月3日） 

パンフレット 

利用時間 午前9時～午後5時 
（入浴は午前10時～午後4時） 

パンフレット 

利用者
属性 

利用者数 

月 市内 市外 計 平成 30 年度(平成
2018年度) 平成 30 年(2018 年 )4 月 3,654 11 3,665 

平成 30 年(2018 年)5 月 3,571 9 3,580 
平成 30 年(2018 年)6 月 3,605 5 3,610 
平成 30 年(2018 年)7 月 3,269 4 3,273 
平成 30 年(2018 年)8 月 3,297 5 3,302 
平成 30 年(2018 年)9 月 3,126 3 2,129 
平成 30 年(2018 年)10 月 3,621 11 3,632 
平成 30 年(2018 年)11 月 3,086 6 3,092 
平成 30 年(2018 年)12 月 3,142 3 3,145 
平成 31 年(2019 年 )1 月  3,152 4 3,156 
平成 31 年(2019 年 )2 月 3,164 4 3.168 
平成 31 年(2019 年 )3 月 3,508 3 3,511 

利用交
通機関
の種類 

公共交通 路線バス  該当するものに
○ 

その他 

送迎バス ○ 

乗用車 ○ 

徒歩 ○ 

自転車 ○ 

自動二輪車 ○ 

その他  

 

③ 新たに設置されるコミュニティ施設の状況 

a. 現地調査等 

現有の東楽園は余熱利用施設として、現東楽園敷地から移転し、社会福祉施設（老人福祉セン

ター）に、全年代が利用できる機能（プール等）を付加した施設として再整備する計画である。
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(2) 工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響 

調査地点は図 6.17-2 に示すとおりである。 
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図 6.17-2 コミュニティ施設の調査地点（工事用車両の走行ルート周辺） 

出典：「1：10,000 さいたま市見沼区全図」（平成 30 年

（2018 年）2 月、さいたま市） 
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① コミュニティ施設の分布の状況 

工事用車両及び関係車両の走行ルート周辺のコミュニティ施設としては、事業実施区域の北に

位置する谷下公民館、事業実施区域の東に位置する横根上自治会館、事業実施区域の南に位置す

るシニアふれあいセンター東楽園、事業実施区域の南西に位置する八幡会館、事業実施区域の西

に位置する満蔵寺、事業実施区域の南に位置する光徳寺が挙げられる。  

 

② コミュニティ施設の利用の状況 

a. 現地調査 

事業実施区域周辺のコミュニティ施設の利用状況は、次のとおりである。 

シニアふれあいセンター東楽園の利用状況は、前掲の表 6.17-1 に示すとおりである。 

谷下公民館は、神社清掃や老人会などの会合に主に利用され、月の利用者数は 12 名～95 名で、

年間 547 名の利用があった。一回あたりの利用では、夏祭り等の祭礼時に 45 名の参加があるなど

利用者が増える。周辺の住民が主に利用することから、徒歩での移動がほとんどである。 

表 6.17-2 コミュニティ施設の利用の状況（谷下公民館） 

調査期間 イベント・催しの内容 参加者数 交通手段 

平成25年(2013年)4月 
～平成26年(2014年)3月 

神社清掃 
老人会、念仏講 
その他会合 

計 29 回 

12名（6月）～95名（8月） 
年間計：547名 徒歩 

一部自転車 

 

横根上自治会館は、老人会や老人講などの会合に主に利用され、月の利用者数は 19 名～145 名

で、年間 635 名の利用があった。一回あたりの利用では、宮薙祭等の祭礼時に 47 名の参加がある

など利用者が増える。周辺の住民の利用が多いため、自転車での移動が多く、次いで乗用車が多

かった。 

表 6.17-3 コミュニティ施設の利用の状況（横根上自治会館） 

調査期間 イベント・催しの内容 参加者数 交通手段 

平成25年(2013年)4月 
～平成26年(2014年)3月 

老人会、老人講 
祭礼 
その他会合 

計 57回 

19名（9月） 
～145名（10月） 
年間計：635名 

自転車、乗用車 
一部徒歩 

 

八幡会館は、自治会や子供会などの地域会合に主に利用されている。各回の利用者数は不明で

あるが、自治会総会で 10 名程度の参加者数である。会場への移動手段は、乗用車、徒歩、自転車

となっている。 

表 6.17-4 コミュニティ施設の利用の状況（八幡会館） 

調査期間 イベント・催しの内容 参加者数 交通手段 

平成25年(2013年)4月 
～平成26年(2014年)3月 

自治会関連の会合 
10名程度（自治会総会）そ

の他の会合は不明 
乗用車、徒歩、自転車 
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光徳寺は、掃除や墓参りに主に利用され、月の利用数は概ね 10 組程度で、年間 110 組程度の利

用があった。お盆は多くの利用者があり、当該期間だけで 300 名程度の参加がある。利用者のほ

とんどは、乗用車で移動する。 

表 6.17-5 コミュニティ施設の利用の状況（光徳寺） 

調査期間 イベント・催しの内容 参加者数 交通手段 

平成25年(2013年)4月 
～平成26年(2014年)3月 

掃除・墓参り 
お盆 
お彼岸（春・秋） 

10組/月 
お盆に300名 
年間計：110組 

乗用車 

 

満蔵寺は、掃除や墓参りに主に利用され、月の利用数は 30 組～200 組程度で、年間 530 組程度

の利用があった。お盆には多くの利用者があり、200 組程度の参加がある。利用者のほとんどは、

乗用車で移動する。 

表 6.17-6 コミュニティ施設の利用の状況（満蔵寺） 

調査期間 イベント・催しの内容 参加者数 交通手段 

平成25年(2013年)4月 
～平成26年(2014年)3月 

掃除・墓参り 
お盆 
お彼岸（春・秋） 

30～200組/月 
年間計：530組 

乗用車 

 

 

③ コミュニティ施設への経路及び交通手段の状況 

a. 現地調査 

コミュニティ施設の利用者は、近隣の自治会会員や地域住民である。 

シニアふれあいセンター東楽園の利用者は、乗用車、徒歩、自転車、自動二輪者、送迎バスを

利用してアクセスしている。その他の各コミュニティ施設の利用者は、乗用車や徒歩、自転車を

利用してアクセスしている。 

 

④ 新たに設置されるコミュニティ施設の状況 

a. 現地調査等 

 現有のシニアふれあいセンター東楽園は、余熱利用施設として、現東楽園敷地から移転し、社

会福祉施設（老人福祉センター）に、全年代が利用できる機能（プール等）を付加した施設とし

て再整備する計画である。 

 

 

(3) 施設の存在・供用に伴うコミュニティへの影響 

① コミュニティ施設の分布の状況 

a. 既存資料調査 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴うコミュニティへの影響」と同様である。 

b. 現地調査 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴うコミュニティへの影響」と同様である。 
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② コミュニティ施設の利用の状況 

a. 現地調査 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴うコミュニティへの影響」と同様である。 

 

③ 新たに設置されるコミュニティ施設の状況 

a. 現地調査等 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴うコミュニティへの影響」と同様である。 

 

 

(4) 関係車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響 

① コミュニティ施設の分布の状況 

a. 既存資料調査 

調査結果は、「(2) 工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響と同様である。 

 

b. 現地調査 

調査結果は、「(2) 工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響」と同様である。 

 

② コミュニティ施設の利用の状況 

a. 現地調査 

調査結果は、「(2) 工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響」と同様である。 

 

③ コミュニティ施設の経路及び交通手段の状況 

a. 現地調査 

調査結果は、「(2) 工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響」と同様である。 

 

④ 新たに設置されるコミュニティ施設の状況 

a. 現地調査等 

調査結果は、「(2) 工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響」と同様である。 
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6.17.2 予測結果 

(1) 工事の施行に伴うコミュニティ施設への影響 

工事の施行に伴うコミュニティ施設の利用時の快適性等への影響の予測結果は、表 6.17-7 に示

すとおりである。 

事業実施区域周辺のコミュニティ施設であるシニアふれあいセンター東楽園は、事業実施区域

周辺の保全対象施設として騒音及び振動等に関する予測対象施設である。 

工事の施行に伴う騒音は 70dB（A）、振動は 50dB 未満と予測され、いずれも環境保全の観点か

ら影響は回避又は低減されていると評価された。 

工事の施行に伴う粉じん等についても散水等の粉じんの飛散防止策の実施により、周辺地域に

対し影響を及ぼす可能性は小さいと予測された。 

シニアふれあいセンター東楽園の開館時間のうち平日の 9 時から 17 時は、工事の施行時間と重

なるものの騒音等の発生抑制策を講じること、活動が透過減衰等の期待できる屋内で行われるこ

となどから、コミュニティ施設の利用の快適性に与える影響は軽微であると予測される。 

表 6.17-7 コミュニティ施設の利用の快適性への影響の予測結果 

コミュニティ施設 

工事の施行 

に伴う騒音 

（dB(A)） 

工事の施行 

に伴う振動 

(dB) 

シニアふれあいセンター東楽園 70 50 未満 

 

 

(2) 工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響 

工事用車両の発生交通量は、表 6.17-8 に示すとおりである。  

事業実施区域周辺のコミュニティ施設である八幡会館、谷下公民館、横根上公民館は、周辺地域

の住民が主に利用する施設であり、これらの施設への移動手段は徒歩や自転車が相対的に多くなっ

ている。本事業の実施によって工事用車両が一時的に走行することになり、周辺地域の道路交通量

が増加することが考えられるが、増加率は最大で 7.1%程度であり、上記３施設の利用経路に与え

る影響は軽微であると考えられる。 

コミュニティ施設のうちシニアふれあいセンター東楽園には、入浴施設等が整備されており、月

の利用者も 3,086〜3,654 人と比較的多い。本施設には送迎バスもあることから、利用者はより広

域にわたると考えられ、工事用車両の走行による施設前面道路の交通量の増加は利用環境に影響を

与える可能性がある。しかしながら、シニアふれあいセンター東楽園前の現況交通量に対する増加

率は最大で 5.0%程度であり、かつ一時的な増加にとどまることから、当該施設の利用経路に与え

る影響は軽微であると考えられる。 



297 

 

 

表 6.17-8 コミュニティ施設の利用の快適性への影響の予測結果 

コミュニティ施設 
現況交通量 
（台/日） 

② 

工事用車両 
（台/日） 

将来交通量 
（台/日） 

① 

増加率 
①/② 
（%） 

シニアふれあいセンター 
東楽園 

7,406 370 7,776 5.0 

八幡会館 7,406 370 7,776 5.0 

谷下公民館 5,961 370 6,331 6.2 

横根上公民館 5,240 370 5,610 7.1 

備考）ここでは工事用車両による発生走行の最大値をそれぞれの施設前の道路に生じるものとして示した。 

 

 

(3) 施設の存在・供用に伴うコミュニティ施設への影響  

施設の存在・供用に伴うコミュニティ施設の利用時の快適性の変化等への影響の予測結果は、表 

6.17-9 に示すとおりである。 

事業実施区域周辺のコミュニティ施設であるシニアふれあいセンター東楽園は、事業実施区域周

辺の保全対象施設として騒音及び振動等に関する予測対象施設である。 

施設の稼働に伴う騒音は 35dB（A）、振動は 30dB 未満と予測され、いずれも環境保全の観点から

影響は回避又は低減されていると評価された。 

施設の煙突からの排出ガスによる悪臭は、悪臭の予測結果より、事業実施区域周辺では最大でも

臭気指数は 10 未満であると予測される。また、施設からの臭気の漏洩に伴う悪臭の影響に関して

は、プラットホーム出入口へのエアカーテン設置、ごみピット内の空気の吸引を行うことから影響

は小さいと予測される。 

シニアふれあいセンター東楽園の開館時間のうち平日や土日の 9 時から 17 時は、施設の稼働時

間と重なるものの、現有施設である東部環境センターの稼働により現に問題は生じていないこと、

新施設においては騒音等の発生抑制策を講じること、活動が透過減衰等の期待できる屋内で行われ

ることなどから、コミュニティ施設の利用の快適性に与える影響は軽微であると予測される。 

 

表 6.17-9 コミュニティ施設の利用の快適性への影響の予測結果 

コミュニティ施設 

施設の稼働 

に伴う騒音 

（dB(A)） 

施設の稼働 

に伴う振動 

(dB) 

シニアふれあいセンター東楽園 35 30 未満 
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(4) 関係車両の走行に伴うコミュニティへの影響 

関係車両の発生交通量は、表 6.17-10 に示すとおりである。  

事業実施区域周辺のコミュニティ施設である八幡会館、谷下公民館、横根上公民館は、周辺地域

の住民が主に利用する施設であり、これらの施設への移動手段は徒歩や自転車が相対的に多くなっ

ている。本事業の実施によって関係車両が走行することになり、周辺地域の道路交通量が増加する

ことが考えられるが、増加率は最大で 3.7%程度であり、上記３施設の利用経路に与える影響は軽

微であると考えられる。 

コミュニティ施設のうちシニアふれあいセンター東楽園には、入浴施設等が整備されており、月

の利用者も 2,908〜3,646 人と比較的多い。本施設には送迎バスもあることから、利用者はより広

域にわたると考えられ、関係車両の走行による施設前面道路の交通量の増加は利用環境に影響を与

える可能性がある。しかしながら、シニアふれあいセンター東楽園前の現況交通量に対する増加率

は最大で 3.4%程度であり、当該施設の利用経路に与える影響は軽微であると考えられる。 

表 6.17-10 コミュニティ施設の利用の快適性への影響の予測結果 

コミュニティ施設 
現況交通量 
（台/日） 

② 

関係車両 
（台/日） 

将来交通量 
（台/日） 

① 

増加率 
①/② 
（%） 

シニアふれあいセンター 
東楽園 

7,406 250 7,656 3.4 

八幡会館 7,406 250 7,656 3.4 

谷下公民館 5,961 220 6,181 3.7 

横根上公民館 5,240 60 5,300 1.1 

備考）ここでは関係車両による発生走行の最大値を走行ルートの走行割合に応じて配分した。 

 

 

6.17.3 評価結果 

(1) 工事の施行に伴うコミュニティ施設への影響 

① 環境保全措置の内容 

工事の施行に伴うコミュニティ施設への影響に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（低減措置） 

 粉じんが発生するおそれがある場合は、適宜、場内散水を行い粉じん飛散対策に努める。 

 主要な建設機械については国指定の低騒音・低振動型を使用する。 

 建設機械の稼動台数の低減を図るとともに、建設機械の集中稼動を避けるなど効率的な稼

動を図り、騒音の低減に努める。 

 事業実施区域の周囲に仮囲い（高さ 3.0m）を設置し、周辺への騒音の影響を低減する。 

 

② 評価結果 

a. 回避・低減の観点 

工事の施行に伴うコミュニティ施設の利用環境への影響の予測の結果、上記に示す環境保全措置
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の実施等により、コミュニティ施設の利用環境への影響は軽微であると予測された。 

したがって、工事の施行に伴うコミュニティ施設への影響は、事業者の実行可能な範囲内ででき

る限り低減されているものと考える。 

 

(2) 工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響 

① 環境保全措置の内容 

工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（低減措置） 

 効率的な車両の運行管理により、車両走行の集中を避ける。 

 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切な運転指導を徹底する。 

 

② 評価結果 

工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設の利用環境への影響の予測の結果、上記に示す環境保

全措置の実施等により、コミュニティ施設の利用環境への影響は軽微であると予測された。 

したがって、工事用車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響は、事業者の実行可能な範囲内

でできる限り低減されているものと考える。 

 

(3) 施設の存在・供用に伴うコミュニティ施設への影響 

① 環境保全措置内容 

施設の存在・供用に伴うコミュニティ施設への影響に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

 

（低減措置） 

 大きな騒音の発生が想定される設備機器等には、防音カバー等による発生源対策や防音対

策を施した部屋に設置するなどの伝ぱ対策を施す。 

 大きな振動の発生が想定される設備機器等には、防振架台に設置等による発生源対策を施

す。 

 臭気の発生源であるごみピットから燃焼用空気を吸引することでごみピットを負圧化し、

臭気の漏洩を防止する。プラットホームの出入口にはエアカーテンを設置し、プラットホ

ームからの臭気の漏洩を防止する。全炉停止時は脱臭装置によってごみピットを負圧に保

ち、臭気の漏洩を防止する。 

 ごみから発生する臭気は、高温で分解し、施設の煙突からの排出ガスによる悪臭の影響を

最小限にする。 

 

② 評価結果 

施設の存在・供用に伴うコミュニティ施設の利用環境への影響の予測の結果、上記に示す環境保

全措置の実施等により、コミュニティ施設の利用環境への影響は軽微であると予測された。 

したがって、施設の存在・供用に伴うコミュニティ施設への影響は、事業者の実行可能な範囲内

でできる限り低減されているものと考える。 
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(4) 関係車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響 

① 環境保全措置内容 

関係車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（低減措置） 

 効率的な車両の運行管理により、車両走行の集中を避ける。 

 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切な運転指導を徹底する。 

 

② 評価結果 

関係車両の走行に伴うコミュニティ施設の利用環境への影響の予測の結果、上記に示す環境保全

措置の実施等により、コミュニティ施設の利用環境への影響は軽微であると予測された。 

したがって、関係車両の走行に伴うコミュニティ施設への影響は、事業者の実行可能な範囲内で

できる限り低減されているものと考える。 
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6.18 地域交通 

6.18.1 調査結果 

(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響 

調査地点は図 6.18-1 に示すとおりである。 
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図 6.18-1 地域交通の調査地点（現地調査） 
出典：「1：10,000 さいたま市見沼区全図」（平成 30 年（2018 年）2 月、さいたま市） 
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① 地域交通の状況 

a. 既存資料調査 

ｱ) 交差点交通量渋滞長信号現示 

事業実施区域及びその周辺の道路網は図 6.18-2 に、各道路における交通量の状況は表 6.18-1

に示すとおりである。 

事業実施区域西側に位置するさいたま鳩ヶ谷線の 12 時間交通量は 9,134 台（大型車混入率

15.1％）となっている。 

表 6.18-1 道路交通量の状況（平成 27 年度（2015 年度）） 

地
点
番
号 

路
線
番
号 

路線名 

調
査
単
位
区
間
番
号 

交通量観測地点 

交
通
量
観
測
・
非
観
測
の
別 

12 
・ 
24 
時 
間 
観 
測 
の 
別 

昼間 12 時間自動車類交

通量上下合計 

24 時間自動車類交通量 

上下合計 

小 
型 
車 

(台) 

大 
型 
車 

（台） 

合 
 
計 

（台） 

小 
型 
車 

（台） 

大 
型 
車 

（台） 

合 
 
計 

（台） 

① 1040 東北自動車道 C40 浦和第一IC～岩槻IC 1 2 43,673 19,620 63,293 61,437 33,629 95,066 

② 16 一般国道16号 C11060 さいたま市見沼区宮

ヶ谷塔1348番地1先 
1 2 28,671 9,323 37,994 42,841 15,797 58,638 

③ 122 一般国道122号 C14030 埼玉県さいたま市岩

槻区加倉3丁目2-2 
1 2 4,851 4,462 9,313 8,289 7,673 15,962 

④ 
122 一般国道122号 

C14040 さいたま市岩槻区大

字笹久保新田 806 番

地 

1 1 
16,114 9,713 25,827 24,677 12,256 36,933 

⑤ 122 一般国道122号 C14090 埼玉県さいたま市岩

槻区本町2丁目1-34 
1 1 5,983 698 6,681 7,692 933 8,685 

⑥ 2 
さいたま春日部

線 
C40130 埼玉県さいたま市見

沼区東門前30-11 
1 1 10,607 1,436 12,043 14,035 2,103 16,138 

⑦ 
2 

さいたま春日部

線 
C40140 さいたま市見沼区大

字宮ヶ谷塔1240 番地

先 

1 1 
6,383 808 7,191 8,282 1,138 9,420 

⑧ 105 
さいたま鳩ヶ谷

線 
C60020 さいたま市見沼区膝

子57番地4先 
1 2 6,939 1,375 8,314 9,363 1,803 11,166 

⑨ 214 
新方須賀さいた

ま線 
C60260 さいたま市緑区寺山

829番地先 
1 2 7,000 2,247 9,247 9,522 2,921 12,443 

⑩ 214 
新方須賀さいた

ま線 
C60270 さいたま市見沼区加

田屋2丁目52番地先 
1 2 7,184 1,360 8,544 9,643 1,810 11,453 

⑪ 399 岩槻停車場線 C60440 埼玉県さいたま市岩

槻区本町1丁目5-4 
1 2 6,277 621 6,898 8,656 794 9,450 

注） 二段記載の地点は上段が昼間 12 時間自動車交通量、下段が 24 時間自動車交通量。他はすべて昼間 12 時間自動車

交通量。 
出典：平成 27 年度交通量統括表（埼玉県土整備部県土整備政策課） 
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図 6.18-2 地域交通の調査地点（現地調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.18-2 主要交通網及び交通量調査地点位置図 

図 6.18-3 主要交通網及び交通量調査地点位置図 

出典：「さいたま市全図」(平成 30 年(2018 年)2 月、さいたま市) 

出典：「さいたま市全図」(平成28年(2016年)3月、さいたま市)、 
平成 27 年度一般交通量図（埼玉県県土整備部県土整備政策課） 
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b. 現地調査 

ｱ) 交差点交通量 

調査結果は、「6.1.1(3)工事用車両の走行に伴う大気質への調査」と同様である。 

 

ｲ) 渋滞長 

各交差点ともに、朝方及び夕方において渋滞が発生していた。各交差点における最大渋滞長及

び発生時間について表 6.18-2 に、調査地点は 図 6.18-3（1）～（3）に整理した。 

最大渋滞は膝子南側交差点を基点に 140m に及んでいた。また、渋滞原因では右折対向直進が

最も多く、信号に右折現示が無いことによって右折車を捌ききれず、渋滞が発生している状況で

あった。 

表 6.18-2 渋滞長の状況（現地調査） 

調査地点 最大渋滞長 発生時間帯 渋滞原因 

膝子西側 

交差点 

A 方向 54m 17 時台 右折対向直進 

B 方向 31m 17 時台 信号現示不適 

C 方向 60m 7 時台 信号現示不適 

膝子南側 

交差点 

A 方向 140m 7 時台 右折対向直進 

B 方向 65m 7 時台 右折対向直進 

C 方向 86m 17 時台 右折対向直進 

D 方向 80m 7 時台 右折対向直進 

横根交差

点 

A 方向 28m 7 時台 － 

B 方向 40m 7 時台 － 

C 方向 40m 7 時台 右折対向直進 

D 方向 42m 17 時台 右折対向直進 

 

 

 

図 6.18-3 （1）渋滞長の調査地点（膝子西側交差点） 

 

N
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図 6.18-3（2）渋滞長の調査地点（膝子南側交差点） 

 

 

図 6.18-3（3）渋滞長の調査地点（横根交差点） 

 

 

ｳ) 信号現示 

各交差点における信号現示を資料編に示した。 

 

 

② 道路の状況 

a. 既存資料調査 

事業実施区域及びその周辺の道路の分布状況は、前掲図 6.18-2 に示すとおりであり、主要道路

としては、西側にさいたま鳩ヶ谷線が存在する。新たな都市計画道路の計画はない。道路構造は、

現地調査で把握した。 

 

b. 現地調査 

調査結果は、「6.1.1(3)工事用車両の走行に伴う大気質への調査」と同様である。 

 

N

N
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③ 交通安全対策の状況 

a. 現地調査 

事業実施区域周辺におけるガードレール、歩車分離の状況は表 6.18-3 及び図 6.18-1 に示すと

おりである。  

事業実施区域北側（特別養護老人ホーム恵の里付近）及び事業実施区域南側（シニアふれあい

センター東楽園付近）の両地点ともに、ガードレールは設置されていないが、縁石による歩車分

離がなされている。 

表 6.18-3 ガードレール、歩車分離の状況 

事業実施区域北側 

（特別養護老人ホーム恵の里付近） 

事業実施区域南側 

（シニアふれあいセンター東楽園付近） 

  

 

 

④ 交通事故の状況 

a. 既存資料調査 

事業実施区域周辺の区の最新年の交通事故発生状況は表 6.18-4 に、さいたま市の過去 5 年間の

交通事故発生状況の推移は表 6.18-5 に示すとおりである。 

事業実施区域のあるさいたま市見沼区と、近接するさいたま市岩槻区の令和元年（2019 年）9

月時点の交通事故発生件数の合計は 560 件である。 

さいたま市全体の交通事故発生件数は、近年減少の傾向にある。 

表 6.18-4 交通事故発生状況（事業実施区域周辺の市区町村） 

地域 平成 30 年（2018 年） 令和元年（2019 年）9 月時点 

さいたま市見沼区 409 件 258 件 

さいたま市岩槻区 493 件 302 件 
  出典：埼玉県警察「交通事故統計」 

表 6.18-5 交通事故発生状況の推移（さいたま市） 

地域 
平成 25 年 
（2013 年） 

平成 26 年 
（2014 年） 

平成 27 年 
（2015 年） 

平成 28 年 
（2016 年） 

平成 29 年 
（2017 年） 

さいたま市 5,528 件 4,950 件 4,481 件 4,415 件 4,116 件 
出典：公益財団法人交通事故総合分析センター「交通事故統計年報」 
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⑤ バス路線、バス本数、バス走行時間の状況 

a. 既存資料調査 

工事用車両の走行ルートのバス路線は図 6.18-4 に、バス本数、バス走行時間の状況は表 6.18-6

に示すとおりである。 

表 6.18-6 バス運行状況 

調査地点 系統 路線 バス停 
運行本数 

全日 ピーク時（時） 

公共バス 

大 04-3 
東部リサイクルセンター 

→大宮駅東口 

東部リサイクル

センター 
6 

1（6、8、

16,17,18,19） 

七里 01 
さいたま東営業所 

→アーバンみらい 

大宮東高校入口 

10 2（12、15、17） 

東大 81 
さいたま東営業所 

→アーバンみらい 
9 5（5） 

大 04-3 
東部リサイクルセンター 

→大宮駅東口 
6 

1（6、8、

16,17,18,19） 
出典：こくさいばす どっとこむ 

 

 

⑥ その他の予測評価に必要な事項 

a. 既存資料調査 

ｱ) 学校及び通学路の状況 

工事用車両通行ルートは、主要道路であり、事業実施区域周辺の学校（七里中学校、大宮

東高校）の通学路に該当する。 
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図 6.18-4 公共バスの走行ルート 

出典：「1：10,000 さいたま市見沼区全図」（平成 30 年（2018 年）2 月、さいたま市） 
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(2) 施設の存在・供用に伴う地域交通への影響 

① 地域交通の状況 

a. 既存資料調査  

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

 

b. 現地調査  

ｱ) 交差点交通量 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

ｲ) 渋滞長 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

ｳ) 信号現示 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

 

② 道路の状況 

a. 既存資料調査 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

 

b. 現地調査 

ｱ) 道路の分布 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

ｲ) 道路の構造 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

 

③ 交通安全対策の状況 

a. 現地調査 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

 

④ 交通事故の状況 

a. 既存資料調査 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

 

⑤ バス路線、バス本数、バス走行時間の状況 

a. 既存資料調査 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 

 

⑥ その他の予測評価に必要な事項 

a. 既存資料調査 

ｱ) 学校及び通学路の状況 

調査結果は、「(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響」と同様である。 
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6.18.2 予測結果 

(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響 

① 交通量 

工事中の交通量は、工事期間中において事業実施区域周辺での大規模開発等交通量に変更を生

じる状況は予定されていないため、現況交通量を採用した。工事用車両の走行台数が最大となる

のは、造成工事期間中であり 1 日あたり大型車 620 台、小型車 912 台の計画である。これを各交

差点それぞれに走行するものと仮定して交通量を推計した結果は表 6.18-7 のとおりである。工事

用車両の走行によって最大で現況交通量の 3.4～6.6％の増加となると予測される。横根交差点側

は、小型の工事時の通勤車両のみの走行となるが、朝夕の通勤時間帯に車両走行が集中すること

で時間当たりの負荷が一時的に増加すると予測される。 

表 6.18-7 工事中の交差点交通量の予測結果 

交差点名 

現況交通量 
（台/日） 

② 

工事用車両 
(台/日) 

将来交通量 
(台/日) 
① 

増加率 
①/② 

（%） 

膝子西側 

交差点 
12,446 620 13,066 5.0 

膝子南側 

交差点 
18,029 620 18,649 3.4 

横根 

交差点 
13,911 912 

※通勤車両のみ 
14,823 6.6 

備考）ここでは工事用車両による発生走行の最大値をそれぞれの交差点の道路に生じるものとして示した。 

 

表 6.18-8 工事中のピーク時間の交差点交通量の予測結果 

交差点名 
ピーク 

時間 

車種 

分類 

現況交通量 

（台/日） 

② 

工事用車両 

(台/日) 

将来交通量 

(台/日) 

① 

増加率 

①/② 

（%） 

膝子西側 

交差点 7 時台 
大型車 68 54 122 - 
小型車 913 0 913 - 
計 981 54 1,035 5.5 

膝子南側 

交差点 7 時台 
大型車 98 54 152 - 
小型車 1,360 0 1,360 - 
計 1,458 54 1,512 3.7 

横根 

交差点 7 時台 
大型車 52 0 52 - 
小型車 1,332 456 1,788 - 
計 1,384 456 1,840 32.9 
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② 交通流 

交通流への影響は、交差点の飽和度を予測することにより行った。 

各地点の交差点需要率（飽和度）の変化は表 6.18-9 に示すとおりであり、工事中の通勤車両が

走行する横根交差点においては、交差点需要率（飽和度）に増加がみられるが 0.666 にとどまる

ほか、その他の交差点では変化は軽微であると予測される。 

表 6.18-9 工事中の交差点需要率（飽和度）の予測結果 

区分 ピーク時間 
現況交通 工事中交通 増加分 

① ② ①-② 

膝子西側交差点 7 時 0.403 0.424 0.021 

膝子南側交差点 7 時 0.470 0.490 0.020 

横根交差点 7 時 0.423 0.666 0.243 

備考）混雑度の最も大きいピーク時間に走行すると仮定して推計した 

 

③  バス走行時間 

当該地域を走行するバスの本数は比較的少なく、ピーク時で時間あたり 5 本となる。交差点交

通量の変化は前掲のとおりであり、現況と比較した増加の程度は大きくはない。 

工事用車両の走行によっても、現況の交通状況を大きく変化させることはないと考えられるこ

とから、バス走行時間に対する影響は軽微であると予測される。 

 

④ 交通安全 

事業実施区域の道路においては、縁石による歩車分離が行われるなど交通安全措置が施されて

いる。工事用車両の走行にあたっては、法定速度での走行など安全に配慮した走行を行うほか、

必要に応じた交通誘導員の配置、工事用車両のドライバー（許可業者含む）への安全教育により、

歩行者等の安全の確保を図ることとしている。 

したがって、工事用車両の走行により、地域の交通安全に与える影響は軽微であると予測され

る。 

 

 

(2) 施設の存在・供用に伴う地域交通への影響  

① 交通量 

供用時の交通量は、供用時において事業実施区域周辺での大規模開発等交通量に変更を生じる

状況は予定されていないため、現況交通量を採用した。廃棄物運搬車両等の関係車両台数は、計

画処理量を処理するにあたり 1 日あたり 1,214 台の計画である。これを各交差点での走行配分に

応じて交通量を推計した結果は表 6.18-10 のとおりである。関係車両の走行によって現況交通量

の 1.2～6.3％の増加となると予測される。 
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表 6.18-10 供用時の交差点交通量の予測結果 

交差点名 

現況交通量 

（台/日） 

② 

関係車両 

(台/日) 

将来交通量 

(台/日) 

① 

増加率 

①/② 

（%） 

膝子西側 

交差点 
12,446 790 13,236 6.3 

膝子南側 

交差点 
18,029 218 18,247 1.2 

横根 

交差点 
13,911 206 14,117 1.5 

 

表 6.18-11 供用時のピーク時間の交差点交通量の予測結果 

交差点名 
ピーク 

時間 

車種 

分類 

現況交通量 

（台/日） 

② 

関係車両 

(台/日) 

将来交通量 

(台/日) 

① 

増加率 

①/② 

（%） 

膝子西側 

交差点 7 時台 
大型車 68 88 156 - 
小型車 913 0 913 - 
計 981 88 1,069 9.0 

膝子南側 

交差点 7 時台 
大型車 98 26 124 - 
小型車 1,360 0 1,360 - 
計 1,458 26 1,484 1.8 

横根 

交差点 7 時台 
大型車 52 24 76 - 
小型車 1,332 0 1,332 - 
計 1,384 24 1,408 1.7 

 

 

② 交通流 

交通流への影響は、交差点の飽和度を予測することにより行った。 

各地点の交差点需要率（飽和度）の変化は表 6.18-12 に示すとおりであり、各交差点に関係車

両の交通量を付加した場合でも変化は軽微であると予測される。 

表 6.18-12 供用時の交差点需要率（飽和度）の予測結果 

区分 ピーク時間 
現況交通量 供用時交通量 増加分 

① ② ②-① 

膝子西側交差点 7 時 0.403 0.469 0.066 

膝子南側交差点 7 時 0.470 0.486 0.016 

横根交差点 7 時 0.423 0.429 0.006 

備考）混雑度の最も大きいピーク時間に関係車両が走行すると仮定して推計した 
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③  バス走行時間 

当該地域を走行するバスの本数は比較的少なく、ピーク時で時間あたり 5 本となる。交差点交

通量の変化は前掲のとおりであり、現況と比較した増加の程度は大きくはない。 

廃棄物運搬車両等の関係車両の走行によっても、現況の交通状況を大きく変化させることはな

いと考えられることから、バス走行時間に対する影響は軽微であると予測される。 

 

④ 交通安全 

事業実施区域の道路においては、縁石による歩車分離が行われるなど交通安全措置が施されて

いる。廃棄物運搬車両等の関係車両の走行にあたっては、法定速度での走行など安全に配慮した

走行を行うほか、廃棄物運搬車両のドライバー（許可業者含む）への安全教育により、歩行者等

の安全の確保を図ることとしている。 

したがって、関係車両の走行により、地域の交通安全に与える影響は軽微であると予測される。 

 

 

 

6.18.3 評価結果 

(1) 工事の施行に伴う地域交通への影響 

① 環境保全措置の内容 

工事の施行に伴う地域交通への影響に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（低減措置） 

 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切な運転指導を徹底する。 

 必要に応じた交通誘導員の配置 

 混雑時間帯を可能な限り避けた車両運行計画の立案 

 

② 評価結果 

a. 回避・低減の観点 

工事の施行に伴う地域交通への影響の予測の結果、上記に示す環境保全措置の実施等により、地

域交通への影響は一時的であり軽微であると予測された。 

したがって、工事の施行に伴う地域交通への影響は、事業者の実行可能な範囲内でできる限り低

減されているものと考える。 

 

(2) 施設の存在・供用に伴う地域交通への影響 

① 環境保全措置の内容 

施設の存在・供用に伴う地域交通への影響に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（低減措置） 

 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切な運転指導を徹底する。 

 混雑時間帯を可能な限り避けた車両運行計画の立案 

 地域住民が利用する通学路や自然とのふれあいの場（第 6 章 6.12 参照）付近など、人が

集まる施設を示した位置図等を配布するなど、安全に関する情報の共有を図る。 
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② 評価結果 

a. 回避・低減の観点 

施設の存在・供用に伴う地域交通への影響の予測の結果、上記に示す環境保全措置の実施等によ

り、地域交通への影響は軽微であると予測された。 

したがって、施設の存在・供用に伴う地域交通への影響は、事業者の実行可能な範囲内でできる

限り低減されているものと考える。 
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6.19 安全 

6.19.1 調査結果 

(1) 施設の存在・供用による安全への影響 

事業実施区域及びその周辺において、急傾斜地崩壊危険区域、土石流危険渓流及び地すべり防

止区域は存在しない。 

 

6.19.2 予測結果 

(1) 施設の存在・供用による安全への影響 

① 危険物の火災及び爆発に対する安全性の確保の程度 

本事業において取り扱う危険物等の種類は、助燃材等として活用する「都市ガス」に加え、各

種機械の潤滑油や作動油等の油類がある。 

これらについては、対象となる法律等に基づき適正な保管・管理を行う計画であり、漏洩や拡

散のおそれはないと考えられる。 

加えて、本事業で採用予定のストーカ炉は、国内で多くの実績を有する方式であり、安全性確

保の対象となる危険物の漏洩等により周辺地域の安全性確保に影響を及ぼした事例は知られてい

ない。 

計画施設は、従来の施設と同水準以上の施設計画とすることから、危険物の漏洩及び拡散に対

する安全性は確保されると予測される。 

 

② 危険物の漏洩及び拡散に対する安全性の確保の程度 

本事業では、計画施設内で廃棄物を焼却する際に、ダイオキシン類等を含む焼却灰や飛灰等が

発生する。これらの漏洩及び拡散に対する安全性確保のための対策は、表 6.19-1 に示すとおりで

ある。 

施設全体として密閉構造にすること、施設内を負圧に保ち施設外への拡散を抑制すること、飛

灰等の積み込みについても屋内で実施することなど設備構造面での対策のほか、飛灰の固化等飛

散防止のための運転管理上の措置を講じることで、危険物の漏洩及び拡散に対する安全性は確保

されると予測される。 

表 6.19-1 危険物の漏洩及び拡散に対する安全対策 

区分 安全性確保の方策 

計画施設全般 設備構造 ・危険物等を扱う設備の密閉構造化 

・施設内部の負圧化 

飛灰処理 設備構造 ・密閉構造の飛灰処理設備の設置 

・開口部のエアカーテン等の敷設 

・屋内積み込み構造の採用 

運転管理 ・固化等飛散防止措置の採用 
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6.19.3 評価結果 

(1) 施設の存在・供用による安全への影響 

① 環境保全措置の内容 

施設の存在・供用に伴う安全の確保に対する環境保全措置の内容を以下に示す。 

（回避措置） 

 危険物の種類に応じた適切な保管・管理方法の採用 

 信頼性の高い処理方式採用 

 危険物等が漏洩しない設備構造の採用 

 危険物等が漏洩・拡散しない運転管理の実施 

 

② 評価結果 

a. 回避・低減の観点 

本事業の実施に伴う安全確保への影響を回避・低減するため、前述に示す環境保全措置を実施

する。このことにより、危険物による火災及び爆発、漏洩及び拡散による影響の回避・低減に努

める。 

したがって、施設の存在・供用に伴う安全への影響は、事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避・低減されているものと考えられる。 

 

b. 基準・目標との整合性の観点 

本事業の実施に伴う安全を確保するため、事業の実施に際しては「さいたま市地域防災計画」

を順守した施設の計画及び運用を行う。 

したがって、施設の存在・供用に伴う安全への影響は、整合を図るべき基準、目標等との整合

が図られているものと考えられる。 
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第7章 事後調査の計画 

7.1 事後調査項目並びに選定項目のうち事後調査項目から除外する項目及び

その理由 

7.1.1 事後調査項目の選定 

環境影響評価項目に選定した項目のうち、事後調査を実施する項目の選定結果は、表 7.1-1（1）

～（2）示すとおりである。 

表 7.1-1（1） 事後調査項目の選定（1/2） 

環境影響評価項目 環境影響要因 

事後調査項目選定 

環境調査 

対象事業又は

環境保全措置

の実施状況の

確認 

大気質 二酸化窒素 工事 建設機械の稼働 ○ ○ 

工事用車両の走行 ○ ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排出ガス ○ ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 ○ ○ 

浮遊粒子状物質 工事 工事用車両の走行 ○ ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排出ガス ○ ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 ○ ○ 

粉じん 工事 建設機械の稼働 × ○ 

ダイオキシン類 工事 

(解体工事) 

解体工事に伴うダイオキシン類

の飛散 
× ○ 

騒音・低周

波音 

騒音 工事 建設機械の稼働 ○ ○ 

工事用車両の走行 ○ ○ 

工事 

(解体工事) 

建設機械の稼働 
○ ○ 

存在・供用 施設の稼働 ○ ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 ○ ○ 

低周波音 存在・供用 施設の稼働 ○ ○ 

振動 振動 工事 建設機械の稼働 ○ ○ 

工事用車両の走行 ○ ○ 

存在・供用 施設の稼働 ○ ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 ○ ○ 

悪臭 臭気指数 存在・供用 施設の稼働に伴う排出ガス ○ ○ 

特定悪臭物質 存在・供用 施設の稼働に伴う臭気の漏洩 ○ ○ 

水質 公共用水域の水質 工事 建設工事に伴う濁水の発生 〇 ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排水 

〇 ○ 

底質 工事 建設工事に伴う濁水の発生 〇 ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排水 〇 ○ 

水象 地下水の水位 工事 建設工事に伴う地下水位の変化 × ○ 

存在・供用 施設の存在による地下水位の変

化 
× ○ 

河川の流量 工事 建設工事に伴う土地の改変 × ○ 
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表 7.1-1（2）事後調査項目の選定(2/2) 

環境影響評価項目 環境影響要因 

事後調査項目選定 

環境調査 

対象事業又は

環境保全措置

の実施状況の

確認 

土壌 ダイオキシン類 工事 土地の改変に伴うダイオキシン

類の漏出 
× ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排出ガス ○ ○ 

動物 保全すべき種 工事 建設機械の稼働 × ○ 

建設工事に伴う濁水の発生 × ○ 

存在・供用 施設の稼働 × ○ 

土地の面的な占有 × ○ 

植物 保全すべき種 存在・供用 土地の面的な占有 × ○ 

緑の量 存在・供用 土地の面的な占有 × ○ 

生態系 地域を特徴づける

生態系 

存在・供用 土地の面的な占有 
× ○ 

景観 眺望景観 存在・供用 施設の存在 × ○ 

自然とのふ

れあいの場 

自然とのふれあい

の場 

工事 工事用車両の走行 × ○ 

存在・供用 廃棄物運搬車両等の走行 × ○ 

日照阻害 日影の状況 存在・供用 施設の存在 × ○ 

電波障害 電波受信状況 存在・供用 施設の存在 × ○ 

廃棄物等 残土 工事 建設工事 × ○ 

廃棄物 工事 建設工事 × ○ 

存在・供用 施設の稼働 × ○ 

雨水・排水処理 存在・供用 施設の稼働 × ○ 

温室効果ガ

ス等 

温室効果ガス 存在・供用 施設の稼働 
× ○ 

コミュニテ

ィ 

コミュニティ施設 工事 建設機械の稼働 × ○ 

工事用車両の走行 × ○ 

存在・供用 施設の稼働 × ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 × ○ 

地域交通 自動車交通 工事 工事用車両の走行 × ○ 

存在・供用 廃棄物運搬車両等の走行 × ○ 

安全 危険物 存在・供用 危険物の漏洩・拡散 × ○ 

危険物の火災・爆発 × ○ 

注）○:事後調査を実施する項目、×:事後調査を実施しない項目 
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7.1.2 事後調査項目から除外する項目及びその理由 

環境影響評価項目に選定した項目のうち、事後調査項目から除外する項目及びその理由は、表

7.1-2(1)～(2)に示すとおりである。 

 

表 7.1-2（1） 事後調査項目から除外する項目及びその理由(1/2) 
環境影響評価項目 環境影響要因 調査区分 除外する理由 

大気質 粉じん 工事 建設機械の稼働 環境調査 工事中の環境保全措置の実施状況の確

認により予測結果の妥当性を把握する 

ダイオキシン

類 

工事 

（解体工

事） 

解体工事に伴う

ダイオキシン類

の飛散 

環境調査 施設解体に伴うダイオキシン類調査及

び対策の実施状況により把握する 

水象 地下水の水位 工事 建設工事に伴う

地下水位の変化 

環境調査 工事中の環境保全措置の実施状況の確

認により予測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 施設の存在によ

る地下水位の変

化 

環境調査 施設によるモニタリング結果により予

測結果の妥当性を把握する 

河川の流量 工事 建設工事に伴う

土地の改変 

環境調査 工事中の環境保全措置の実施状況の確

認により予測結果の妥当性を把握する 

土壌 ダイオキシン

類 

工事 土地の改変に伴

うダイオキシン

類の漏出 

環境調査 施設解体に伴うダイオキシン類調査及

び対策の実施状況により把握する 

動物 保全すべき種 工事 建設機械の稼働 環境調査 工事中の騒音に係る環境保全措置の実

施状況の確認により予測結果の妥当性

を把握する 

建設工事に伴う

濁水の発生 

環境調査 工事中の濁水発生対策に係る環境保全

措置の実施状況の確認により予測結果

の妥当性を把握する 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 施設稼動時の騒音発生に係る環境保全

措置の実施状況の確認により予測結果

の妥当性を把握する 

土地の面的な占

有 

環境調査 土地の改変による影響が生じる恐れの

ある事業実施区域内の状況について、環

境保全措置の実施状況の確認により予

測結果の妥当性を把握する 

植物 保全すべき種 存在・供用 土地の面的な占

有 

環境調査 土地の改変による影響が生じる恐れの

ある事業実施区域内の状況について、環

境保全措置の実施状況の確認により予

測結果の妥当性を把握する 

緑の量 存在・供用 土地の面的な占

有 

環境調査 敷地内の緑地の配置に係る環境保全措

置の実施状況の確認により予測結果の

妥当性を把握する 

生態系 地域を特徴づ

ける生態系 

存在・供用 土地の面的な占

有 

環境調査 土地の改変による影響が生じる恐れの

ある事業実施区域内の状況について、環

境保全措置の実施状況の確認により予

測結果の妥当性を把握する 
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表 7.1-2（2） 事後調査項目から除外する項目及びその理由(2/2) 
環境影響評価項目 環境影響要因 調査区分 除外する理由 

景観 眺望景観 存在・供用 施設の存在 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

自然とのふ

れあいの場 

自然とのふ

れあいの場 

工事 工事用車両の走行 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 廃棄物運搬車両等

の走行 

環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

日照阻害 日影の状況 存在・供用 施設の存在 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

電波障害 電波受信状

況 

存在・供用 施設の存在 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

廃棄物等 残土 工事 建設工事 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

把握すべき項目である 

廃棄物 工事 建設工事 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

把握すべき項目である 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

把握すべき項目である 

雨水・排水処

理 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

把握すべき項目である 

温室効果ガ

ス等 

温室効果ガ

ス 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 対象事業の実施状況及び環境保全措置

の実施状況により予測結果の妥当性を

把握する 

コミュニテ

ィ 

コミュニテ

ィ施設 

工事 建設機械の稼働 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

工事用車両の走行 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

廃棄物運搬車両等

の走行 

環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

地域交通 自動車交通 工事 工事用車両の走行 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 廃棄物運搬車両等

の走行 

環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

安全 危険物 存在・供用 危険物の漏洩・拡

散 

環境調査 危険物対策の実施状況により把握すべ

き項目である 

危険物の火災・爆

発 

環境調査 危険物対策の実施状況により把握すべ

き項目である 

 
 

7.2 事後調査の結果により環境影響の程度が著しいことが明らかになった場

合の対応方針 

事後調査の結果に基づき、予測及び評価の結果を検証し、事後調査の結果が予測結果と著しく異

なり、環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合には、環境影響が著しくなった原因を究

明し、その環境影響が本事業に起因される可能性があると判断される場合は、事業者が主体となり、
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必要に応じ関係機関及び専門家の助言・指導等を受けながら、速やかに適切な追加保全措置及び継

続的な監視調査等の対策を検討する。 

 

7.3 事後調査の実施体制 

7.3.1 事後調査書の提出時期 

(1) 工事中の事後調査 

工事開始から、事後調査の実施、工事中の事後調査書提出までの流れは以下のとおりであり、建

設工事中に第 1 回目の事後調査書を提出し、現有の東部環境センター解体工事とサーマルエネルギ

ーセンターが稼働する期間に工事中（稼働時含む）の第 2 回目の事後調査書を提出する計画である。 

 

①工事着工 

②各項目の調査時期・期間に調査実施 

③調査結果とりまとめ、予測結果との整合性検討 

④事後調査結果より環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合は、適切な対策を検討する。 

⑤工事中の事後調査書提出 

 

・第１回目：建設工事中の事後調査書の提出（令和 5 年度中（2023 年度）） 

・第２回目：東部環境センター解体工事とサーマルエネルギーセンター稼働時の事後調査書の提出

（令和 9 年度中（2027 年度）） 

 

(2) 供用時の事後調査 

解体工事が完了し、対象施設のみが稼働する時期に影響を確認すべき項目について、施設のみが

稼働する時期から約 1 年半経過後までの期間に供用時の事後調査書を提出する計画である。 

 

①解体工事完了 

②計画建物が稼働を開始した時点で、各項目の調査時期・期間に調査実施 

③調査結果とりまとめ、予測結果との整合性検討 

④事後調査結果より環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合は、適切な対策を検討する。 

 

・第３回目：供用時の事後調査書の提出（令和 10 年度中（2028 年度）） 

 

7.3.2 事後調査を実施する主体 

事後調査の実施者は、都市計画決定権者であるさいたま市とする。 
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第8章 環境影響評価の受託者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地 

 調査計画書の委託を受けたもの（調査計画書受託者）及び環境影響評価の委託をうけたもの（環境影

響評価業務受託者）の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地は、表 8-1 に示すとおりである。 

 

表 8-1 調査計画書受託者及び環境影響評価業務受託者 

調査計画書受

託者 

受託者の名称：株式会社エイト日本技術開発

代表者の氏名：代表取締役社長 小谷裕司 

主たる事務所の所在地：岡山市北区津島京町 3-1-21 

環境影響評価

業務受託者 

受託者の名称：株式会社建設技術研究所  

代表者の氏名：代表取締役社長 中村哲己 

主たる事務所の所在地：東京都中央区日本橋浜町 3-21-1 
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第9章 環境影響評価準備書に対する意見及びそれに対する都市計画決定権

者の見解 

9.1 環境保全の見地からの意見を有する者の意見と都市計画決定権者の見解 

環境の保全の見地からの意見を有する者の意見はなかった。 

 

9.2 市長の意見と都市計画決定権者の見解 

     市長の意見と都市計画決定権者の見解は、表 9.2-1 に示すとおりである。 

 

表 9.2-1 市長の意見と都市計画決定権者の見解 

項目 市長の意見 都市計画決定権者の見解 

1 
全 

体 

事 

項 

(1) 環境影響評価図書は一般の閲覧に

供されるため分かりやすい記述が求め

られる。しかしながら説明が不十分で

ある部分が散見されるため、評価書の

作成にあたっては、専門的な用語や内

容について、一般の方が理解しやすい

ように表現方法を工夫して記載すると

ともに、十分な説明を行うこと。 

専門用語や内容について、表現方法を工夫し、より

多くの方が理解しやすいものとなるよう配慮します。

また、予測条件の設定等についても十分な説明を記載

します。 

(2)準備書作成時には事業の詳細が決

定していない状況で予測評価を実施し

ているが、評価書の作成にあたっては、

決定した事業内容等を反映した評価書

とすること。 

決定した施設計画を反映し、、施設配置、建物形状

及び焼却方式の違いに伴い予測結果に一定の変化が

あると想定される調査項目（騒音、景観、日照阻害、

電波障害、温室効果ガス）について再予測を行い、評

価します。 
2 
大 

気 

質 

(1) 大気質と他の項目で異なる最大交

通量を用いて予測評価を行っている。

双方同じ最大交通量という名称である

ことから、異なる値を用いる理由が分

かりにくいため、一般の方が分かりや

すい説明を評価書に記載すること。 

注釈をつけるなど、より多くの方が理解しやすいも

のとなるよう説明を記載します。 

(2) 現況の施設から新たな施設となっ

た場合について、準備書 2-9 ページに

諸元等が記載されているが、環境影響

の変化について十分な説明を評価書に

記載すること。 

現況の施設から新施設になることにより、環境への

影響が小さくなることを記載します。 

(3)二酸化窒素だけでなく、一酸化窒素

についても測定値を評価書に記載する

こと。 

資料編に一酸化窒素の測定値を記載します。 

(4) ダイオキシン類に係る調査の記述

（土壌含む）について、表現が分かり

にくい部分があるため、評価書では適

切な表現にすること 

ダイオキシン類に係る調査の対象試料や調査方法

がわかりやすくなるようにします。 
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項目 市長の意見 都市計画決定権者の見解 

2 
大 

気 

質 

(5) 事業地周辺の地形としては、西側

に台地斜面が南北に細くあるが、準備

書 p.10.1-13 では「大気の移流や拡散

に影響を及ぼす起伏がほとんど見られ

ない」との記載がある。評価書ではこ

の影響がないとしている根拠を明確に

記述すること。 

引用した根拠（「発電所に係る環境影響評価の手引

き（資源エネルギー庁編）」）を示し、説明を記載しま

す。 

3 
騒 
音 

(1) 現況の施設の稼働時の騒音につい

て、規制値を超えているという結果が

示されている。測定状況から規制値と

単に比較が出来るものではないが、誤

解を引き起こす可能性が高いことか

ら、評価書ではわかりやすい表現で記

述し丁寧な説明を行うこと。 

現地調査結果の解説において、施設稼働音以外の道

路騒音、鳥の声等も含まれており、規制基準と単純に

比較できない旨の説明を記載します。 
サーマルエネルギーセンターの稼働に伴う騒音に

ついては、朝・昼間・夕及び夜間ともに、評価指標値

を上回ったが、暗騒音レベル（現況の騒音レベル調査

結果）と比較すると、施設の稼働による騒音の増加は

全て 1dB(A)未満であり、施設の稼働による影響はほ

とんどないと考えます。 
(2) 事業実施区域及び周辺地域につい

て、類型指定状況等を図示したもの、

または説明されたものを評価書に記載

すること。 

広域の都市計画図を示し、当該場所の類型指定状況

及び適用される基準値等の説明を記載します。 

4 
植 
物 

(1)キンランは移植が困難な植物種で

あるため、環境保全措置について、生

息地を維持する等のさらなる検討をす

ること。 

キンランの移植方法を記載します。 

(2) 高木の植栽は、緑視率や景観に影

響を与えることから、既存樹の保存や

構成する高木について慎重に検討する

こと。 

「さいたま市公共施設緑化マニュアル」及び「さい

たま市緑化指導基準マニュアル」を遵守し、25%以上

の緑化率を実現します。また、高木の生垣や芝生広場

など、田園風景に調和する緑地を整備します。 
5 
生 
態 
系 

(1) 種の保全にとどまらず、生息に適

した環境を整備するなど生物を呼び込

むような環境保全措置を検討するこ

と。 

「さいたま市公共施設緑化マニュアル」及び「さいた

ま市緑化指導基準マニュアル」を遵守し、25%以上の緑

化率を実現します。また、高木の生垣や芝生広場など、

周辺の動物の生息状況を考慮した緑地を整備します。 
(2) 高木を含む植栽地が鳥類ほかの生

き物にとってどのような生息場となっ

ているか考慮し、植栽地の工事による

影響について検討すること。 

10.8 動物、10.9 植物にて、事業実施区域及びその

周辺の動植物の生息状況を調査し対応しました。 

6 
景 
観 

(1)本施設の煙突などが見沼田んぼの

特徴的な景観へ与える影響について検

討すること。 

施設の存在による影響は、既存施設と同程度であ

り、現況の眺望が大きく変化することはないと評価し

ています。 
(2)建屋の色彩については、見沼田んぼ

エリアから視認されることを考慮し、

明度を高めにするとともに高い位置で

のアクセントカラーの抑制を検討する

こと。 

建屋の色彩は、アースカラーを基本とし、彩度を抑

えたものにします。 
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項目 市長の意見 都市計画決定権者の見解 

7 
地 
域 
交 
通 

(1)通学路や人の集まる施設があるこ

とを踏まえ、評価書では具体的な交通

安全に関する記述を加えること。 

通学路や人の集まる施設があることを踏まえ、交通

安全に関する説明を記載します。 

(2) 焼却施設の処理能力が現況の施設

の 1. 4 倍になることから、新たな施設

に出入りする塵芥収集車等の関係車両

は増加すると考えられる。そのため、

供用後の関係車両の予測交通量につい

ては、現況と比較したデータを評価書

に記載するとともに一般の方がより分

かりやすい説明とすること。  

現況交通量と将来交通量を示した表 10.18-16 を記

載します。 

8 
温 
室 
効 
果 
ガ 
ス 
 

(1) 熱回収や発電により排出量を削減

することが示されているが、評価書で

は具体的な熱利用方法についての記載

を検討すること。 

具体的な熱利用方法について、説明を記載します。 

 

 




